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１  こ の手引は、 令和 8 年 4 月 1 日から 適用する 。 ただし 、 改正後の事前調査報告書、 事

後調査報告書及び損害調査報告書（ 以下「 事後調査報告書等」 と いう 。） の様式につい

ては、 令和 8 年 10 月 1 日以降に契約を締結する 工事等の案件から 適用する 。  

 

２  令和 8 年 9 月 30 日以前に契約を締結し た案件においては、こ の手引によ る 改正後の事

後調査費報告書等の様式にかかわら ず、 令和６ 年４ 月改正に定める 様式によ り 作成及

び提出する こ と ができ る も のと する 。  



第１  手引作成の目的 

こ の手引は、 東京都下水道局（ 以下「 当局」 と いう 。） が施行する 下水道工事に起因

し て、 第三者（ 当局、 受注者以外の者） に及ぼし た損害（ 以下「 第三者損害」 と いう 。）

に関する 補償実務を公正かつ適切に処理する ため、受注者及び調査会社（ 家屋調査を主

たる 業務内容と する 会社等） にと って必要な事項を解説する こ と を目的と し て作成し

たも のである 。  

こ の手引の主な内容は、当局の補償事務の手順を明示する と と も に、当局及び受注者

の補償責任を明確にし 、 第三者（ 補償対象者） と の間に紛争が生じ た場合、 双方が協力

し て処理解決に当たる など、 公正かつ迅速な事務処理を図る ために手続等を解説する

も のである 。  

 

 

第２  手引の適用範囲  

１  こ の手引における 下水道工事の適用範囲については、 当局発注工事のほか区委託  

工事及び他企業への委託工事を含む。 ただし 、 第三者損害の補償について、 別に定

めのある と き はこ の限り ではない。  

２   区委託工事に関する 事務は、本来、当該区の請負契約約款及び仕様書に従い処理さ

れる も のである が、補償事務については、当局と 当該区と の第三者損害の補償に関す

る 協定に基づき 、 特に支障のない限り こ の手引を適用する 。  

３   他企業への委託工事に関する 補償事務は、 原則と し て基本協定の補償に関する 規

定に基づき 処理さ れる も のである が、細目協定に定める こ と によ り 、こ の手引を適用

する こ と ができ る 。  

４   第三者損害の適用範囲については、 こ の手引が適用さ れる 工事の契約当事者及び

受委託協定の当事者が所有する 物件に関する 損害を含むこ と と する 。  
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第１ 章 補償の概要 

第１  補償の根拠 

１  第三者損害の補償の根拠は、 民法に規定する 損害賠償責任を基本と する 。  

２   第三者損害の認定の根拠は、 民法７ ０ ９ 条である 。  

( 1)  民法第７ ０ ９ 条に定める 一般の不法行為が成立し て損害賠償の責任が発生する

ためには 

①故意又は過失 

     ②権利侵害（ ないし 違法性）  

③責任能力 

④損害の発生 

の４ つの要件をすべて満たすこ と が必要である 。  

( 2)   工事施行（ 原因） と 発生し た損害（ 結果） と の間に因果関係が認めら れない場合

には、 はじ めから 不法行為の問題は起こ ら ない。  

例えば、 ある 時に、 ある 所で一定の損害が発生し たこ と は事実だが、 それは受注

者がその近く で施行し た下水道工事によ る も のではないこ と が判明し た場合等で

ある 。  

３  当局が補償金を支出する 根拠は、 民法第７ １ ６ 条（ 注文者の責任） ただし 書及び第

７ １ ７ 条（ 土地の工作物等の占有者及び所有者の責任） 第１ 項に規定さ れる 損害賠償

責任である 。  

( 1)  注文者である 当局は、 原則と し て受注者の加害行為について責任を負わない（ 民

法第７ １ ６ 条本文） が、 注文又は指図について、 当局に過失がある 場合には責任を 

負う （ 同条ただし 書）。  

こ れは、 注文者である 当局に過失があり 、 こ れと 損害と の因果関係があれば不法

行為が成立する と いう こ と を注意的に規定する も のである 。  

      なお、 受注者は注文者と は別に独立の立場で自己の判断で仕事の完成を図る も の

である から 、 原則と し て使用者責任（ 民法第７ １ ５ 条第１ 項本文） は成立し ない。  

( 2)   民法は、 土地の工作物から 発生し た損害について、 特別の責任を規定し ている 。 

すなわち、 その損害が土地の工作物の設置・ 保存の瑕疵から 生じ た場合、 まず占有

者が責任を負い（ 民法第７ １ ７ 条第１ 項本文）、占有者が損害の防止に必要な注意を

し たと き は、 所有者が責任を負う （ 同条ただし 書）。  

( 3)   不法行為が成立する と 、 その効果と し て、 不法行為の被害者に対する 損害賠償責 

任が発生する 。 被害者は、 不法行為者に対し て損害賠償請求権をも つこ と になる 。 

( 4)   不法行為に基づく 損害賠償請求権は、 被害者等が損害及び加害者を知った時から

３ 年間、 不法行為の時から ２ ０ 年間こ れを行使し ないと 時効によ って消滅する （ 民

法第７ ２ ４ 条）。  
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〈 参考〉 民法関連条文抜粋 

 

○民法第 709 条（ 不法行為によ る 損害賠償）  

   故意又は過失によ って他人の権利又は法律上保護さ れる 利益を侵害し た者は、 こ れ

によ って生じ た損害を賠償する 責任を負う 。   

 

○民法第 716 条（ 注文者の責任）  

  注文者は、 請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償する 責任を負わな

い。ただし 、注文又は指図についてその注文者に過失があったと き は、こ の限り でない。 

 

○民法第 717 条第 1 項（ 土地の工作物等の占有者及び所有者の責任）  

  土地の工作物の設置又は保存に瑕疵がある こ と によ って他人に損害を生じ たと き は、

その工作物の占有者は、 被害者に対し てその損害を賠償する 責任を負う 。 ただし 、 占有

者が損害の発生を防止する のに必要な注意をし たと き は、 所有者が 

その損害を賠償し なければなら ない。   

 

○民法第 715 条第 1 項（ 使用者等の責任）  

  ある 事業のために他人を使用する 者は、被用者がその事業の執行について第三者に加

えた損害を賠償する 責任を負う 。 ただし 、 使用者が被用者の選任及びその事業の監督に

ついて相当の注意をし たと き 、 又は相当の注意をし ても 損害が生ずべき であったと き

は、 こ の限り でない。   

 

○民法第 724 条（ 不法行為によ る 損害賠償請求権の消滅時効）  

  不法行為によ る 損害賠償の請求権は、 次に掲げる 場合には、 時効によ って消滅する 。

一 被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から 三年間行使し ないと  

   き 。  

二 不法行為の時から 二十年間行使し ないと き 。   
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第２  補償責任 

１  当局及び受注者は、 当局の工事請負契約約款第２ ７ 条（ 第三者に及ぼし た損害） 及

び土木工事標準仕様書第５ 章（ 工事損害補償） の規定によ り 、 第三者損害の補償事務

を行わなければなら ない。  

 

〈 参考〉  工事請負契約約款第２ ７ 条（ 第三者に及ぼし た損害）  

 

第 27 条  工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼし たと き は、 受注者がその損害を賠

償し なければなら ない。ただし 、 その損害（ 火災保険その他の保険等によ り て

ん補さ れた部分を除く 。 以下こ の条において同じ 。） のう ち発注者の責めに帰

すべき 事由によ り 生じ たも のについては、 発注者が負担する 。  

   2   前項の規定にかかわら ず、 工事の施工に伴い通常避ける こ と ができ ない地

盤沈下、地下水の断絶等の理由によ り 第三者に損害を及ぼし たと き は、発注者

がその損害を負担し なければなら ない。ただし 、その損害のう ち工事の施工に

ついて受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったこ と によ り 生じ たも のにつ

いては、 受注者が負担する 。  

   3   前 2 項の場合その他工事の施工について第三者と の間に紛争を生じ た場合

においては、 発注者及び受注者は協力し てその処理解決に当たる も のと する 。 

 

 

〈 参考〉  土木工事標準仕様書（ 令和８ 年４ 月） 抜粋 

 

第 5 章（ 工事損害補償）  

 

        第 1 節 工事損害補償 

5. 1. 1 

一般事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1）  本節は、 工事損害補償に関する 事項について定めたも のであり 、  

工事損害補償と は、 契約書第 27 条（ 第三者に及ぼし た損害） に 

規定する 、 工事に起因し て第三者に及ぼし た損害の補償をいう 。  

（ 2）  受注者は、 工事を施行する に当たり 、 第三者に及ぼす被害を可能

な限り 防止、 軽減、 回避する ため、 最善の努力を払い、 適切な処置

を講じ なければなら ない。  

（ 3）  受注者は、 第三者に及ぼし た損害補償について、 原則と し て金銭

によ る 渡し 切り 補償と し なければなら ない。  

（ 4）  受注者は、 第三者に及ぼし た損害に関する 補償事務全般の処理に

当たって、 当局が作成し た「 損害補償実務の手引」 ( 以下｢手引」 と

いう 。） に従い、 公正かつ迅速な処理に努めなければなら ない。  

（ 5） 受注者は、 近隣において工期及び施工箇所が重複（ 以下「 競合」 と  

いう 。） し て施行さ れている 工事がある 場合、 受注者間で調整を図り  

競合工事と し て、 ま と めて補償する 場合がある ため、 当局に速やか 

に報告し なければなら ない。  

（ 6） 受注者は、 当局が施行し た前回の下水道工事に起因し て損害が生じ  

た物件が施行箇所において存在する 場合は、 複合工事の認定を受ける  
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ため、 当局に速やかに報告し なければなら ない。  

（ 7）  受注者は、 住民の理解と 協力を得る よ う 努め、 連絡上の利便を図

る ため、「 下水道工事のお知ら せ」、「 工事後の連絡先のお知ら せ」

等の文書を工事施行前の調査（ 以下「 事前調査」 と いう 。） の対象

と なったすべての世帯に必ず配布し なければなら ない。  

 

5. 1. 2 

事前調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5. 1. 3 

損害補償の 

処理計画 

 

 

 

 
 
 
 
 

5. 1. 4 

事後調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1）  受注者は、 手引に定める 「 家屋調査を委託する 調査会社届」 を監

督員に提出し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、（ 1） の届出をし た後、 監督員と 事前調査の打ち合わせ

を行わなければなら ない。  

（ 3）  受注者は、 工事の規模、 工法、 付近の地盤等を勘案し て事前調査

の範囲を定め、 監督員の承諾を得なければなら ない。  

（ 4）  受注者は、 工事の施行に当たり 、 手引に定める 「 下水道局損害補

償調査作業基準」 に従って、 事前調査を行わなければなら ない。  

（ 5）  受注者は、 事前調査完了後直ちに手引に定める 様式によ り 報告書

を 作成し 、 監督員に提出する と と も に、 工事施行に当たって被害の

防止等、 特別に注意する 必要がある 物件については、 個別に監督員

に報告し なければなら ない。  
 

（ 1）  受注者は、 工事完了の 30 日前ま でに手引に定める 「 損害補償の

処理計画書兼実施報告書」（ 以下「 計画書兼報告書と いう 。」 を

作成し 、 監督員に提出し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、「 計画書兼報告書」 に基づき 、 速やかに当局と 協定書

を取り 交わす。  

（ 3）  受注者は処理計画を変更する 必要が生じ た場合は、 変更理由を

添付し て「 計画書兼報告書」 を提出する も のと する 。  

（ 4）  受注者は、 処理計画に基づく 実施状況を記載し た「 計画書兼報告

書」 を２ か月ごと に作成し 、 監督員に提出し なければなら ない。  
 

（ 1）  受注者は、 地盤安定後、 事前調査を実施し た家屋に対し て、「 下水

道局損害補償調査作業基準」 に従って工事施行後の調査（ 以下「 事

後調査」 と いう 。） を行わなければなら ない。  

なお、 設計変更によ る 工法変更等があった地域については、 監督員

と 協議し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 手引に定める 様式によ り 事後調査の意向を確認する 。  

請求者が補償対象者である こ と を確認の上、 家屋調査を 希望する

家屋について「 下水道局損害補償調査作業基準」 に従って、 事後の家

屋調査を実施し なければなら ない。  

（ 3）  受注者は「 5. 1. 3 損害補償の処理計画」 によ り 、 適正な進行管理

の下に事後調査を実施し 、手引に定める 様式によ り 作成し た報告書を

監督員に速やかに提出し なければなら ない。  

（ 4）  受注者は、 井戸の枯渇等の調査を行う 場合、 地盤の状態に係ら  

ず速やかに行わなければなら ない。  

    また、 井戸被害に対する 補償内容が、 上水道によ る 代替施設の 
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設置の場合、 損害見積調査は、 受注者が行う も のと する 。  

ただし 、 補償内容が井戸の増掘り 又は、 新規掘り の場合の決定 

及び損害見積調査は当局が行う も のと する 。  

（ 5）  受注者は、 事前調査資料のない物件の事後調査を行う 場合、 下水

道工事と の因果関係について、 事前に当局と 協議し なければなら な

い。  

（ 6）  当局は、「 5. 1. 7 和解折衝」 の（ 4） によ り 、 必要に応じ て事後 

調査をする こ と がある 。  

 

5. 1. 5 

工事前及び 

工事中の 

補償 

 

 

 

 

 

 

 

5. 1. 6 

損害の 

認定等の 

協議 

 

 

 

 

 

5. 1. 7 

和解折衝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 1）  受注者は、 事前調査の結果、 井戸の枯渇又は汚濁によ って、 生活

又は公衆浴場等の事業運営に著し い支障が生ずる と 判断さ れる 場

合、 工事施行前においても 当局と 協議し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 工事中であっても 、 工作物の倒壊等によ る 人身事故の

おそれ、 補償対象者側の事情によ る 損害物件の取壊し 、 物件所有者

の変更等の理由がある 場合は、直ちに調査を行わなければなら ない。 

ま た、 その結果、 和解折衝に入る 必要がある と 判断し た場合は、  

当局と 協議する も のと する 。  

（ 3）  受注者は、 病人の仮泊等が必要な場合、 医師の診断書を添えて、

事前に当局と 協議し なければなら ない。  

 

（ 1）  受注者は、 損害の認定、 補償額、 事後調査費用、 負担割合等につ

いて当局と 協議し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 事前調査範囲で、 事後調査の結果、 補償請求者の物件

に損害が認めら れない場合の事後調査費用についても 、 当局と 協議

する こ と ができ る 。  

（ 3）  当局は、 受注者が正当な理由なく 、 損害の認定等の協議について

応じ ない場合は、 損害の認定、 補償額、 負担割合等を定める こ と が

でき る 。  

 

（ 1）  受注者は、 当局と 交換し た「 第三者損害に対する 補償費負担等に

関する 協議書」 に基づき 、 補償対象者の変更の有無を確認の上和解

折衝を開始し 、 補償が完了する ま で常に誠意をも っ てその処理を行

わなければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 工事完了後２ 年以内を目途に補償対象者と の和解促進

に努めなければなら ない。  

    なお、 損害物件の補償対象者が不明の場合は、 確認の方法等に 

ついて当局と 協議する も のと する 。  

（ 3）  受注者は、 和解折衝に際し て、 折衝経過の概要及び未和解案件に

ついて未和解理由等を記載し た「 和解折衝報告書」 を作成し 、 当局

の求めに応じ て提出し なければなら ない。  

（ 4）  受注者は、 和解折衝を行った結果、 再調査を する 必要がある と 認

める 場合は、 その理由を示す資料、 折衝経過等を添付し 、 当局と 再

度協議する こ と ができ る 。  
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5. 1. 8 

補償金の 

支払等 

 

 

（ 1）  受注者は、 和解が成立し た場合、 速やかに補償金を補償対象者に

支払わなければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 補償金の負担割合が未定等の理由によ り 、 当局が直接

補償対象者へ補償金を支払う こ と について、 当局と 協議する こ と が

でき る 。  

 

5. 1. 9 

負担金の 

請求等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 1. 10 

その他 

 

 

 

（ 1）  受注者は、 補償対象者への補償完了後、 所定の様式によ り 補償金、

事後調査費用及び口座振込手数料について協議書に基づき 当局負

担分を 請求する も のと する 。 なお、 請求書には下記の証拠書類の原

本を添付し なければなら ない。  

ア  補償対象者の印鑑証明書（ 補償金額 10 万円以上の場合）  

イ   和解承諾書及び補償金請求書（ 口座振込みによ る 支払用） の受

注者用及び当局提出用 

ウ  口座振込依頼書 

エ 口座振込控 

（ 2）  当局が現金によ る 支払いを認めたも のについては、 請求書に下 

記の証拠書類の原本を添付し なければなら ない。  

ア  補償対象者の印鑑証明書（ 補償金額10万円以上の場合）  

イ   和解承諾書及び補償金請求書（ 現金によ る 支払用） の受注者用

及び当局提出用 

ウ   補償金領収書（ 現金によ る 支払用） の受注者及び当局提出用 

（ 3）  受注者は、 当局が補償対象者に直接支払った補償金及び当局が行

っ た調査に関する 費用のう ち、 受注者の負担分については、 当局の

請求に基づいて速やかに納入し なければなら ない。  

 

（ 1）  受注者は、 官公署等の物件に被害が生じ た場合で、「 5. 1. 1 一般

事項」 の( 3) によ り がたい場合は当局と 協議し なければなら ない。  

（ 2）  受注者は、 事前調査の着手から 補償が完了する ま での間に、 会社

の倒産等の理由によ り 補償の処理が困難と なった場合、 速やかに当

局に申し 出なければなら ない。  

 

２  第三者損害に対する 補償は、 工事請負契約約款第２ ７ 条によ り 、 当局及び受注者の

責に応じ 、各々負担する 。工事請負契約約款第２ ７ 条第２ 項における 受注者の負担は、

平成１ ８ 年４ 月１ 日以降契約の請負工事については、 原則と し て工事成績評定点に応

じ た負担と する 。  

３  当局が補償責任を負担する 場合は、 次のと おり である 。  

( 1)   工事の施行に伴い通常避ける こ と ができ ない騒音、 振動、 地盤沈下、 地下水の断 

絶等が原因と なった場合 

( 2)   設計図書等又は当局の指示事項が原因と なった場合 

( 3)   工事施行に必要な情報を受注者に提供し なかったこ と が原因と なった場合 

    下記のア～カは、 提供すべき 情報である 。  
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   ア 地下埋設物（ 電力線、 電信電話線、 ガス管、 上下水道管等） に関する 情報 

   イ  施工現場の地質、 地下水位、 地下含有ガス等に関する 情報 

ウ  関係官庁（ 道路管理者、 警察等） の指示に関する 情報 

エ 道路、 河川、 土地の占有等に関する 情報 

     オ 利害関係者と の協議に関する 情報 

カ 複合処理を行う 物件に関する 情報（ 複合処理： P10 の 4 を参照）  

( 4)   その他発注者と し ての責任が認めら れる 場合 

４  受注者が補償責任を負担する 場合は、 次のと おり である 。  

( 1)  契約約款や設計図書等、 当局の指示に従わなかったこ と が原因と なった場合 

( 2)   受注者自ら の責任で採用し た工法が原因と なった場合 

( 3)   受注者が調査会社に委託し た調査に係る 全ての責任の場合 

( 4)   その他受注者と し ての責任が認めら れる 場合 

 

 

第３  補償の時期 

１  地盤安定の確認後、 当局土木工事標準仕様書及びこ の手引に従い工事施工後の調査

（ 以下「 事後調査」 と いう 。） を実施し 、 損害見積額を算定する 。 ただし 、 次に掲げる

三点は、 当局と 事前に協議の上、 地盤の安定を待たずに事後調査と 損害見積額の算定

を行い、 補償する こ と ができ る 。  

( 1)   井戸の枯渇、 水質汚濁等の損害に対する 補償 

生活又は公衆浴場等の事業運営に著し く 支障が生ずる と 判断さ れる と き 。  

( 2)   建物や工作物の倒壊等によ る 損害に対する 補償 

人身事故のおそれがある と 判断さ れる と き 。 ただし 、 事後調査や損害見積額の算 

定前に、 当局へ無断で取壊さ ないこ と 。  

( 3)   応急措置では対応でき ない損害に対する 補償 

病人等の仮泊は、 医師の診断書がある と き 。  

２  地盤安定の承認は、 当該工事を所管する 当局事務所が行う 。  

 

 

第４  補償の方法 

１  金銭補償を原則と し 、 補償金の渡し 切り と する （ 民法第４ １ ７ 条、 第７ ２ ２ 条第１  

項）。 ただし 、 国又は地方公共団体等（ 以下「 官公署等」 と いう 。） の設置管理する 物

件の補償は、 事前に当局と 協議の上、 現物補償と する こ と ができ る 。  

 

<参考> 民法関連条文抜粋 

 

○民法第 417 条（ 損害賠償の方法）  

  損害賠償は、 別段の意思表示がないと き は、 金銭をも ってその額を定める 。  

 

○民法第 722 条第 1 項（ 損害賠償の方法）  

  第４ １ ７ 条の規定は、 不法行為によ る 損害賠償について準用する 。  
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２  補償対象者に対する 補償は、 工事件名ごと に１ 回で処理する 。 ただし 、 次に該当す

る 場合は、 処理方法を当局と 協議する 。  

( 1)   立坑設置工事、 水再生センタ ー及びポンプ所工事など、 長期間にわたる ため分割 

発注し ている 各工事をまと めて補償する 場合 

( 2)   複数の工事において工期及び施工箇所が重複（ 以下「 競合」 と いう 。） し て施行さ

れている と き に、 受注者間で調整を図り 、 まと めて補償する 場合 

( 3)   日常生活又は事業運営に著し い支障をき たす損害で、 補償する 必要がある 場合 

３  損害見積額の算定は「 下水道局損害補償調査作業基準」 [P23～37]に従い、 損害物 

件の経済価値、 機能等を考慮し 、 公正かつ妥当な算定をし なければなら ない。  

４  当局が施行し た前回の下水道工事（ 以下「 前回工事」 と いう 。） に起因し て損害が生

じ た物件に対し て、 今回の下水道工事（ 以下「 今回工事」 と いう 。） においても 損害が

発生又は拡大等をし た場合は、 今回工事と 前回工事の工事内容と 損害と の関連性を明

確にし たう えで、 今回工事の損害見積額を積算する （ 以下「 複合処理」 と いう 。）。  

５  官公署等に対する 現物補償の事務処理は、 次のと おり である 。  

( 1)   受注者は、官公署等から「 工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」 [P63]

の提出を受けて、 当局職員及び物件の管理者（ 官公署等職員） の立会いのも と 、 損

害の有無について調査を行う 。  

( 2)   受注者は、 当局職員立会いのも と 、 物件の管理者（ 官公署等職員） と 事前に打合

せを行い、 物件に対する 損害範囲の確認、 補償工事の施工方法及び時期等について

内諾を得る 。  

( 3)   当局は、 補償対象物件、 補償工事費限度額、 事後調査費用、 補償時の工期及び負

担割合等について受注者と 協議の上、「 第三者損害の現物補償に関する 協議書」

[ P103]及び「 協議書別紙明細書」 [P104]を取り 交わす。  

なお、 協議書には補償に伴う 工事の設計図書を必ず添付する 。  

( 4)   受注者は、 物件の管理者（ 官公署等職員） から 「 施工承認について」 [P105]によ  

り 施工承認を得て、 当局と 受注者で取り 交わし た協議書類に基づき 、 補償に伴う 工

事を施工する 。  

( 5)   補償に伴う 工事完了後、受注者は当局職員に「 補償工事完了届」[P106] を提出し 、  

当局の確認を求める 。  

( 6)   当局職員は物件の管理者（ 官公署等職員） へ「 補償工事の完了に伴う 引渡し につ 

いて」 [ P107] を提出し 、「 受領書」 [ P108] を徴し て引渡し を完了する 。  

( 7)   受注者は、「 請求書（ 局負担分）」 [P97]に必要書類を添付し 、 当局負担金を請求 

する 。  

 

【 複合と 競合について】  

・ 複数の工事が、 場所的に、 若し く は時間的に近接し て実施さ れる 際に、 同じ 補償対象者

が複数の工事の損害をう ける 場合がある 。 その際の処理方法と し て複合及び競合がある 。 

・ 複合と は、 複数の当局工事間で生じ る 。  

前回工事に起因し て損害が生じ た物件に対し て、 今回工事においても 、 新たに損害が発 

生する か、 ま たは前回工事の損害が拡大等をし た場合、 今回工事と 前回工事の工事内容 

と 損害と の関連性を明確にし たう えで、 今回工事の損害見積額を積算する こ と を複合処 

理と いう 。 複合処理する 工事は工事件名ごと に複合工事と し て各事務所で事前調査前に 

決定し 、 受注者に通知する 。  
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（ 注） 前回工事の目安と し ては、 工事完了が 5 年前の工事が該当する と 思われる 。  

・ 競合と は、 当局工事と 当局を含む他の工事全般と の間で生じ る 。  

複数の工事の工期が重なっている 場合、 前回工事と 今回工事の影響が明確に区分でき な 

い場合等に、 補償の観点から 複数の工事を 1 本の工事と し てと ら える も のである 。 それ 

ぞれの工事を施行し た受注者に対し て、 事前に補償に対する 取決めをさ せ、 前回工事の 

事前調査と 今回工事の事後調査と の間の差異に基づき 工事全体の損害見積額を積算し 、 

最終的に取決めに基づき 補償を行う 。  

・ 競合及び複合は、 と も に事前調査の段階から 事務所等で決定の上で、 受注者に指示する  

必要がある 。  

 

 

第５  過失相殺 

  損害の発生又は拡大について、 補償対象者にも 故意又は過失があったと き は、 民法第

７ ２ ２ 条第２ 項に基づき 、 補償の公平を確保する ため過失相殺をする 。  

  過失相殺の方法は、 補償対象者の故意又は過失の程度に応じ て補償算定額の総額から

減額する 。  

 

<参考> 民法関連条文抜粋 

 

○民法第 722 条第 2 項〔 過失相殺〕  

  被害者に過失があったと き は、 裁判所は、 こ れを考慮し て、 損害賠償の額を 

定める こ と ができ る 。  
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第２ 章 事務処理の要点 

 

第１  補償事務の手順 

１  補償事務を実施する 通常の手順は、「 補償事務の手順」 [P21～22] を原則と する 。 た

だし 、 現物補償、 井戸の枯渇等の補償などを除く 。  

なお、 区委託工事に係る 補償事務の手順は、 当局と 当該区間の第三者損害の補償に

関する 協定に従い行う 。  

２  受注者は、「 補償に関する 提出書類様式集」（ 以下「 様式集」 と いう 。） [ P38～113]に

従い、 必要な書類を作成する 。  

 

 

第２  補償事務の窓口 

１  補償対象者に対する 補償事務の窓口は、 当局土木工事標準仕様書の第５ 章に従い、

受注者と する 。  

２  特別共同企業体は、 工事請負契約約款第２ ７ 条に定める 第三者損害に対し て、 建設

共同企業(特)協定書第１ ８ 条（ 解散後のかし 担保責任） に準じ 、 責に任ずる 。  

 

〈 参考〉 建設共同企業（ 特） 協定書抜粋 

  

（ 解散後のかし 担保責任）  

第 18 条 当企業体が解散し た後においても 、 当該工事につき かし があった 

と き は、 各構成員は共同連帯し てその責に任ずる も のと する 。  

 

 

３  当局は、 受注者が倒産等によ り 補償事務の処理能力を失ったと 判断し た場合は、 受

注者に代わって補償事務を行う 。 こ の場合、 当局は受注者に対する 求償権を留保する

も のであり 、 当局が補償金等の立替払いを行った場合は、 その債権を求償する 。  

４  次に該当する 場合は、 当局は受注者と と も に処理解決に当たる 。  

( 1)   受注者から 当局へ協力要請があり 、 それを必要と 認めた場合 

( 2)  第三者と の間に紛争が生じ た場合 

当局がその必要を認めて受注者と と も に補償事務に当たる 場合と は、  

① 補償対象者が結成する 団体又は委嘱し た弁護士等と の折衝で、 紛争に 

発展する おそれのある 場合 

② 補償対象者が受注者と の折衝を拒否する などによ り 、 和解に向けての 

進展が見ら れない場合 

等である 。  
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５  受注者の異なる 幹線工事及び枝線工事又は複数の再構築工事が競合し て施行さ れ

ている 場合において、 第三者損害が発生する おそれがある と き は、 当局は、 受注者間

の連絡調整を図り 、 補償事務が円滑に行われる よ う 努める 。  

また、 競合施行し た工事に伴い支払った補償金及び調査費用の受注者負担分を受注

者間で分担する 場合は、 受注者間で文書によ り 申し 合わせておく 。  

６  受注者は工事中のみでなく 、 必要の都度、 お知ら せの配布や地元説明会の開催等の

住民対応を行い、 理解と 協力を得ら れる よ う 努めなければなら ない。  

なお、 住民から 苦情等があった場合は「 折衝記録」 [P113]を必ず作成し 、 当局に提

出する 。  

７  受注者の補償事務を担当する 者（ 以下「 補償事務担当者」 と いう 。） は、 次の事項に

掲げる 項目を徹底し て行う 。  

  なお、 必要に応じ て調査作業を行う 者（ 以下「 調査員」 と いう 。） を同行さ せる こ と

ができ る 。  

( 1)   住民から の損害等の申出についての慎重な対応 

( 2)  損害の確認 

( 3)  補償対象者に対する 補償に関する 説明 

( 4)  調査会社に委託し た調査の進捗状況の把握 

調査会社に委託し た調査の進捗状況については、 適宜、 当局の工事監督員に報告 

する 。  

 

 

第３  事前調査及び事後調査 

１  受注者は、 当局土木工事標準仕様書及びこ の手引に従い、 事前調査と 事後調査を行

う 。  

また、両調査と も 事前に当局と 調査時期等を協議する 。ただし 、次に掲げる 三点は、

当局が調査を実施する 。  

( 1)  井戸の枯渇等の補償で増掘又は新規掘を行う 場合 

( 2)  再協議を要する 場合 

( 3)  その他当局が必要と 認める 場合 

     ( 1) ～( 3) の調査は、 調査対象物件に合わせた専門の調査会社に委託する 。 ただし 、

調査委託が適切でない場合は、 当局職員が直接調査を行う 。  

なお、 当局が行った調査に係る 費用の受注者負担分は、 当局が受注者に請求する 。 

２  「 下水道局損害補償調査作業基準」[P23～37]に従い、事前調査及び事後調査を行う 。 

また、住民の信頼と 理解を損なわないよ う 、補償事務担当者及び調査員を選定する 。 

なお、 調査会社へ委託する こ と も でき る 。  

３  受注者は、 事前調査打合せを行う 前に当局監督員へ「 家屋調査を委託する 調査会社

届」 [P45]を提出する 。  

４  受注者は、 工事完了の 30 日前ま でに「 損害補償の処理計画書兼実施報告書」 [P54]

を作成の上、 当局へ提出する 。 また、 受注者は速やかに当局と 「 第三者損害の補償に

関する 協定書」［ P55～56］ を取り 交わす。  

５  受注者は、 工事完了後、「 下水道工事後の連絡先のお知ら せ」 [P112]、「 下水道工事

完了後の家屋調査のお知ら せ」 [P57] 及び「 工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請
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求書」 [P63]を事前調査を行った全世帯へ配布する 。  

６  受注者は、 補償対象者から 家屋調査の希望の有無について「 工事完了後の家屋調査

意向確認書兼補償請求書」 [P63]を回収し 、希望のあった場合には家屋調査を実施する 。 

７  「 工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」 [P63]を提出でき る 者は、補償対

象者又は補償対象者の代理人と する 。  

なお、 代理人から 提出さ れた場合は、 委任内容等が明記さ れている 委任状、 委任者

の印鑑登録証明書が添付さ れていなければなら ない。  

８  受注者は、 補償対象者が当該物件の所有者である こ と を確認する 。  

 

 
 

９  マンショ ン管理組合、 神社の氏子等の場合は、 こ の代表者と 折衝する 。  

なお、 当該物件の代表と し て損害補償の一連の折衝を行う 等が記さ れた委任状（ 他

の役員等の署名捺印がある も の） の提出があってから 、 折衝を開始する 。  

 
注 意 事 項 

 

  

① 補償対象者又は法定代理人から 調査資料の提示を求めら れた場合は、 次のと お

り と する 。  

・   事前・ 事後調査の写真帳及び家屋工作物現況図は要求に応じ 受注者が提示す

る 。  

・   受注者に損害調書、工事内訳（ 数量、単価等） の閲覧要求等があった場合は、 

受注者の責任において対応する 。  

② 事前調査で井戸の枯渇等によ って生活又は公衆浴場等の事業運営に著し い支障

が生じ る と 判断さ れる 場合には、 工事施行前に当局と 協議する 。  

③ 事後調査資料は、 工事ごと にま と めて提出する こ と を原則と し 、 次に掲げる 場

合は分割し て提出する 。  

 ・  調査件数が多数の場合（ 適切な区域に分ける ）  

 ・  補償対象者が補修工事を急ぐ 場合 

④ 事後調査資料は作成後、 速やかに監督員へ提出する 。  

⑤ 事前調査を実施し ていない物件において、 当局工事に起因し た損害が生じ た場

合は、 事後調査の実施に当たり 、「 事前調査資料のない物件の損害調査について」 

[ P101]をも って、 当局と 事前協議する 。  

  

① 現場代理人が公的書類等で確認する 。  

② 提供さ れた証拠書類があれば、 こ の写し を当局に提出する 。  
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第４  協議書及び和解折衝  

１  当局は、 補償対象物件及び補償限度額、 事後調査費用、 負担割合等について、 受注

者と 協議の上、「 第三者損害に対する 補償費負担等に関する 協議書」 [P84～85]を取り

交わす。  

２  受注者は、 前項の協議事項に基づいて補償対象者と の折衝を行い、 協議書取り 交わ

し 後２ 年以内を目途に和解促進に努める 。  

３  受注者は、 和解折衝途中等において補償対象者の氏名又は住所等に変更があった場

合は、「 補償対象者氏名・ 住所変更届」［ P102］ を当局所管事務所長宛てに提出する 。 

４  折衝経過等は「 折衝記録」 [P113]に必ず記録し 、 当局の求めに応じ て提出する 。  

また、協議書取り 交わし 後６ か月を経過し た未和解案件について、「 和解折衝報告書」 

［ P99］ 及び「 未和解物件一覧」［ P100］ を作成し 、 ３ か月ごと に取り ま と めて当局へ

提出する 。  

５  和解成立後、 補償対象者から 「 和解承諾書及び補償金請求書」［ P87～］ 等の提出が

あったら 、 受注者は書類内容の確認及び印鑑登録証明書と の照合を行う 。  

なお、 金額を訂正し た本書は無効と する 。  

また、補償対象者の印鑑登録証明書は、補償金額が１ ０ 万円以上の場合に添付する 。 

６  受注者は、 補償修復工法の変更や見積漏れ等によ り 、 やむを得ず再調査が必要であ

る 場合は、 当局所管事務所長宛てに再協議を依頼でき る 。  

再協議依頼の文書には、 下記を添付する 。  

( 1)  再調査し なければなら ない理由書（ 理由は具体的に記す）  

( 2)  「 折衝記録」 [P113]  

( 3)  「 家屋工作物現況図（ 事後）」 [P74～75]及び損害の進行、 新規発生箇所の写真（ 事

後調査写真と 対比し たも のを２ ～３ 枚程度）  

( 4)   その他（ 参考と なる 資料）  

７  ６ の再協議の依頼を受け、協議事項を変更する 場合は、当局は受注者と 再協議する 。 

 

 

第５  補償金等の支払い 

１  受注者は、 和解が成立し た場合には、 補償対象者ごと に速やかに「 和解承諾書及び

補償金請求書」 に基づき 補償金を支払う 。  

２  補償金は、 口座振込によ り 支払う 。  

( 1)   受注者は、 当局と 協議書を取り 交わし た後、 当局所管事務所の担当者（ 以下

「 償務担当者」 と いう 。） から 必要部数だけ、 当局で作成し た「 和解承諾書及び補

償金請求書（ 口座振込みによ る 支払用）」（ 補償２ 号－１ ～３ 様式・ P87～89） の配

布を受ける 。  

  補償２ 号－１ ～３ 様式は「 補償対象者用」 (補償２ 号－１ 様式)、「 受注者用」（ 補償

２ 号－２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」 (補償２ 号－３ 様式)の３ 枚綴り で複写

式の用紙である 。  

( 2)  受注者は、 補償対象者と の和解後、 補償対象者から 「 和解承諾書及び補償金請

求書（ 口座振込みによ る 支払用）」（ 補償２ 号－１ ～３ 様式） への自筆によ る 記入

及び押印を受けた後、「 補償対象者用」（ 補償２ 号－１ 様式） を補償対象者の元に
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残し 、「 受注者用」（ 補償２ 号－２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」（ 補償２ 号

－３ 様式） の２ 枚の提出を求める 。  

なお、 その際に「 補償対象者用」 と 「 受注者用」 と の間及び「 補償対象者用」 と

「 東京都下水道局提出用」 と の間の２ か所に割印を補償対象者に必ず押印し ても ら

う 。 割印のないも のは、 無効と する 。  

また、 併せて「 口座振込依頼書」（ 補償４ 号様式・ P90）、「 印鑑登録証明書」 等の

証拠書類の提出を求める 。  

( 3)  受注者は、上記( 2) で提出さ れた書類の内容を確認後、速やかに口座振込を行う 。  

こ の場合、 口座振込控をも って領収書に代える 。  

３  受注者は、口座振込によ り がたい場合には、償務担当者に申し 出て扱いを協議する 。 

( 1)   協議の結果、 現金によ る 支払いが認めら れた場合は、 償務担当者から 必要部数

だけ「 和解承諾書及び補償金請求書（ 現金によ る 支払用）」（ 補償３ 号の１ －１ ～

３ 様式・ P91～93） 及び「 補償金領収書（ 現金によ る 支払用）」（ 補償３ 号の２ －１

～３ 様式・ P94～96） の配布を受ける 。 その後、「 和解承諾書及び補償金請求書

（ 口座振込みによ る 支払用）」（ 補償２ 号―１ ～３ 様式） を返却する 。  

   補償３ 号の１ －１ ～３ 様式は「 補償対象者用」 (補償３ 号の１ －１ 様式)、「 受注者

用」（ 補償３ 号の１ －２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」（ 補償３ 号の１ －３ 様

式） の３ 枚綴り で複写式の用紙である 。  

ま た、 補償３ 号の２ －１ ～３ 様式は「 補償対象者用」（ 補償３ 号の２ －１ 様式）、

「 受注者用」（ 補償３ 号の２ －２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」（ 補償３ 号の     

２ －３ 様式） の３ 枚綴り で複写式の用紙である 。  

( 2)   受注者は、 補償対象者と の和解後、 補償対象者から 「 和解承諾書及び補償金請求

書（ 現金によ る 支払用）」（ 補償３ 号の１ －１ ～３ 様式） への自筆によ る 記入及び押

印を受けた後、「 補償対象者用」（ 補償３ 号の１ －１ 様式）を補償対象者の元に残し 、

「 受注者用」（ 補償３ 号の１ －２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」（ 補償３ 号の

１ －３ 様式） の２ 枚の提出を求める 。  

なお、 その際に「 補償対象者用」 と 「 受注者用」 と の間及び「 補償対象者用」 と

「 東京都下水道局提出用」 と の間の２ か所に割印を補償対象者に必ず押印し ても ら

う 。 割印のないも のは、 無効と する 。  

また、 併せて「 印鑑登録証明書」 等の証拠書類の提出を求める 。  

( 3)  受注者は、 上記( 2) で提出さ れた書類の内容を確認後、 補償金を支払う 。  

( 4)  受注者は、 補償対象者に補償金を支払い後、 補償対象者から 「 補償金領収書（ 現

金によ る 支払用）」（ 補償３ 号の２ －１ ～３ 様式） への自筆によ る 記入及び押印を受

けた後、「 補償対象者用」（ 補償３ 号の２ －１ 様式） を補償対象者の元に残し 、「 受注

者用」（ 補償３ 号の２ －２ 様式） 及び「 東京都下水道局提出用」（ 補償３ 号の２ －３

様式） の２ 枚の提出を求める 。  

なお、 その際に「 補償対象者用」 と 「 受注者用」 と の間及び「 補償対象者用」 と

「 東京都下水道局提出用」 と の間の２ か所に割印を 補償対象者に必ず押印し て   

も ら う 。 割印のないも のは、 無効と する 。  

また、提出さ れた書類の内容の確認を行う と と も に、上記( 2) で提出さ れた書類と

の照合も 行う 。  

４  当局は、 受注者から 補償金、 事後調査費用及び口座振込手数料にかかる 当局負担分

の請求を受けたと き は、 その日から 起算し て３ ０ 日以内に受注者に支払う 。  
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注 意 事 項 

  

① 口座振込によ り がたい場合と は、 補償対象者が理由をあげ強く 現金によ る 支払い 

を求めた場合などである 。  

 

② 補償金等の当局負担分の請求 

受注者は、 協議書に基づき 当局負担分の請求を行う 場合は、 次の各号に掲げる 全 

ての書類を償務担当者に提出する 。  

 ( 1)   補償金を口座振込によ り 支払った場合 

  ア  「 請求書(局負担分)」（ 補償第５ 号様式・ P97～98）  

  イ   「 和解承諾書及び補償金請求書（ 口座振込みによ る 支払用）」 の「 受注者用」

（ 補償２ 号－２ 様式）〔 別綴じ と する 〕  

  ウ  「 和解承諾書及び補償金請求書（ 口座振込みによ る 支払用）」 の「 東京都下水

道局提出用」 (補償２ 号－３ 様式) 

  エ 「 口座振込依頼書」（ 補償４ 号様式・ P90) の原本 

  オ 「 口座振込控」 の原本 

  カ   「 印鑑登録証明書」 等の証拠書類の原本 

  キ  和解折衝記録等、 当局が指示する 必要書類 

    なお、 当局は、 受注者に「 和解請求承諾書及び補償金請求書（ 口座振込みに

よ る 支払用）」 の「 受注者用」 を確認照合後、 返却する 。  

また、「 口座振込依頼書」、「 口座振込控」、「 印鑑登録証明書」 等の証拠書類の

原本も 同様に確認照合後、 返却する 。  

 ( 2)   補償金を現金によ り 支払った場合 

  ア 「 請求書（ 当局負担分）」（ 補償第５ 号様式・ P97～98）  

  イ  「 和解承諾書及び補償金請求書（ 現金によ る 支払用）」 の「 受注者用」（ 補償

３ 号１ －２ 様式）〔 別綴じ と する 〕  

  ウ   「 和解承諾書及び補償金請求書（ 現金によ る 支払用）」 の「 東京都下水道局提

出用」（ 補償３ 号の１ －３ 様式）  

  エ  「 補償金領収書（ 現金によ る 支払用）」 の「 受注者用」（ 補償３ 号の２ －２ 様

式）〔 別綴じ と する 〕  

  オ 「 補償金領収書（ 現金によ る 支払用）」 の「 東京都下水道局提出用」（ 補償３

号の２ －３ 様式）   

  カ   「 印鑑登録証明書」 等の証拠書類の原本 

  キ  和解折衝記録等、 当局が指示する 必要書類 

     なお、 当局は、 受注者に「 和解請求承諾書及び補償金請求書（ 現金によ る 支

払用）」 の「 受注者用」 及び「 補償金領収書（ 現金によ る 支払用）」 の「 受注者

用」 を確認照合後、 返却する 。  

ま た、「 印鑑登録証明書」等の証拠書類の原本も 同様に確認照合後、返却する 。 

③ 受注者は、 口座振込をし た場合は、 補償対象者に対し 、 はがき 又は電話等で振り

込んだこ と を通知する 。  
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④ 一部補償対象者と の和解折衝が長期間にわたる 場合又は受注者が必要と する 場合

は、 既に和解が成立し 補償対象者に支払った補償金等の当局負担分を分割し て請求

する こ と ができ る 。  

⑤ 受注者は和解が成立し 補償対象者に支払った補償金等の当局負担分を速やかに当

局へ請求する 。  
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第３ 章 補償の種類 

 

第１  補償の種類 

主な種類は、 下記のと おり と する 。  

( 1)   建物及びその他工作物の補償 

( 2)   井戸の枯渇等の補償 

 
注 意 事 項 

 

  

① 補償対象と なる も のは、 当局発注の下水道工事に起因する も のに限る 。  

② 工事中の営業収益減等は、 補償対象と なら ない。  

③ 主な種類に該当し ない補償については、 当局と 事前協議する 。  

 

 

第２  建物及びその他工作物の補償 

１  当局発注工事によ る 損害補償の調査作業は、 こ の手引等に従い行う 。  

２  損害見積額の算定に当たっては、 当該物件が修復後においても 従前の価値及び機能

を失わないよ う 考慮し て修復工法を選定し 、 こ れに要する 費用を補償する 。  

３  建物の標準的修復工法は、 次のと おり と する 。  

( 1)   部分修理工法 

( 2)  部分揚屋修理工法 

( 3)  揚屋修理工法 

( 4)  揚屋矯正修理工法 

( 5)  解体再築工法 

４  その他工作物の修復工事の積算は、 損害状況によ り 築造替え又は部分修理等の費用

を計上する 。  

 

 

第３  井戸の枯渇等の補償 

１  井戸の枯渇等については、 上水道によ る 代替施設の設置費用を補償する 。 ただし 、

次の各号に揚げる 場合は、 井戸の増掘等の費用を補償する こ と ができ る 。  

( 1)   上水道配水管が付近に敷設さ れていないため、 給水が困難な場合 

( 2)   営業用等で多量の井戸水を必要と する 場合 

( 3)   その他当局が必要と 認める 場合 

２  井戸のみを使用し ている 場合又は営業等の用途で多量の井戸水を使用し ている 場

合であって井戸の枯渇等が明ら かに予測さ れる と き は、 当局と 協議の上、 井戸の枯渇

等が発生する 前に補償する こ と ができ る 。  



- 20 - 
 

３  井戸の枯渇等の補償についての基準は、 次のと おり と する 。  

( 1)  井戸のみを使用し ている 場合は、 代替の給水施設と し て給水装置を設置する こ と

と し 、 その設置費用をも って補償額と する 。 こ の給水装置の規模と し ては枯渇以前

の井戸の機能を確保する 程度と し 、 こ れに必要な附帯設備を含める こ と ができ る 。 

( 2)  井戸と 上水道と を併用し ている 場合は、 枯渇以前の井戸の機能を確保する 程度の

規模で、 水道管の支分分岐又は増径等の施設改良を行う 費用を補償する 。 給水タ ン

ク 等の附帯設備が必要である と き は、 こ れを含める こ と ができ る 。  

なお、 代替給水施設を必要と し ない場合において、 井戸を廃止する と き は、 工事

が完了し た後、 井戸の廃止補償を行う 。 こ の補償額は、 井戸の撤去費用相当額と す

る 。 ただし 、 井戸の撤去に伴って不用と なった工作物等の残存価格相当額を加算す

る こ と ができ る 。  

４  井戸の枯渇等が発生し たと き は、原則と し て井戸の枯渇等の後、速やかに補償する 。

ただし 、 上水道と 併用し ている 井戸の増掘等の場合は、 復水の有無を確認し た後、 復

水不可能なこ と を確かめてから 補償する 。  

５  井戸の増掘又は新規掘を行う 決定及びこ の際の調査は、 当局が行う 。  

６  上水道によ る 代替施設の設置費用に係る 損害見積調査は、 受注者が行う 。  
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第１  現場調査 

 １  調査員の心得 

( 1)  調査員は、 当局土木工事標準仕様書の第５ 章及びこ の手引に従って、 調査を行わなけ

ればなら ない。  

( 2)  調査員は、 調査をする に当たり 当該工事及び地域の特性等の情報収集に努めなければ

なら ない。  

( 3)  調査員は、 常に誠意を持って住民に対応し 、 補償業務の公共性を配慮し て、 公正かつ

迅速に調査を行わなければなら ない。  

( 4)  調査員は、 業務上知り 得た住民の個人情報等を他に漏ら し てはなら ない。  

( 5)  調査員は、 業務上取得、 作成し た文書等の情報管理を徹底し なければなら ない。  

( 6)  調査員は、 住民に対し て説明する 場合、 責任を持って慎重に行う よ う 注意し 、 不誠実

な言動があってはなら ない。  

( 7)  調査員は、 常に補償業務についての知識及び技術の向上に努め、 品位の保持に配慮し

なければなら ない。  

 

２  調査要領 

( 1)  調査には事前調査と 事後調査があり 、 調査員は「 調査項目」［ P28～29］ を調査し 、 調

査対象物件ごと に各報告書を作成する 。  

( 2)  調査員は、 調査前に当局監督員と 調査事項等の打合せを行う 。  

( 3)  調査員は、 調査実施前に物件所有者等から 立入り の了解を得ておく 。  

( 4)  調査員は、 調査時に各社発行の調査員証明書等を所持し 、 必要に応じ て提示し なけれ

ばなら ない。  
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( 5)  複数物件等の取扱い 

   同一敷地内の複数物件、 同一建物の複数所有者等の取扱いは、 下記の①～④を適用す

る 。  

なお、 こ れら に該当し ない場合は、 当局に問い合わせる 。  

 

  ① 同一敷地内にある 所有者の異なる 物件 

 〈 例〉  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    枝番処理し た物件は、 それぞれ別の物件と し て取り 扱う 。  

 

 

 

② 建物の全部又は一部が貸与さ れている 物件 

 〈 例〉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

枝番処理し た物件は、 それぞれ別の物件と し て取り 扱う 。  

 

  

取扱い 
 

    1－( 1) 工場（ 法人）      

⇒    1－( 2) 工場（ 法人）  

   2     住宅（ 個人）  

 

（ ３ 件）  

 

 法 人 

 

       法 人    個 人 
 

 

1-( 1)  

 

工場 

 

1-( 2)  

 

工場 

 

2 

 

住宅 

 

2-( 1)  

 

 

 

 

2-( 2)  

 

賃借人 

 

店舗 

 

 

 

2-( 3)  

 

賃借人 

 

店舗 

 

 

所有者 

 

 

 

 

店舗付住宅 

 

取扱い 
 
     2－( 1) 店舗付住宅 

       （ 建物、 工作物）    

⇒   2－( 2) 店舗 

       （ 内装、 その他）  

 2－( 3) 店舗 

        （ 内装、 その他）  

   

（ ３ 件）  
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③ 同一敷地内にある 同一所有者の物件 

 〈 例〉  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

枝番処理し た物件は、 それぞれ別の物件と し て取り 扱う 。  

 

 

 

 

④ 同一敷地内にある 同一所有者の物件で 20 ㎡未満の附属建物（ 車庫、 倉庫等）  

  〈 例〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附属建物であって、 20 ㎡未満の車庫及び倉庫等の建物は、 工作物に含ま れる 取扱いと す

る 。  

 

 

 

 

 

 

 

3-( 1)  

 

住宅 

 

3-( 2)  

 

共同住宅 

 

3-( 3)  

 

共同住宅 

 

 

 

 

4 

 

住宅 

 

倉庫 

 

車庫 

取扱い 
 

      4 住宅 

 ⇒  倉庫（ 20 ㎡未満）  

    車庫（ 20 ㎡未満）  

     

（ １ 件）  

取扱い 
 

          3-( 1)  住    宅 

     ⇒  3-( 2)  共同住宅 

         3-( 3)  共同住宅 

     

（ ３ 件）  
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 ３  調査項目 

   現場調査は下表の「 調査項目」 について行う 。  

調 査 項 目 調 査 内 容 

( 1)  所在地確認 調査物件ごと に住居表示を確認する 。  

( 2)  所有者の確認 物件の所有者を確認する 。（ 個人の場合は氏名、 法人の場合は代表者

の役職・ 氏名、 管理組合の場合は理事長名等）  

( 3)  立会者の依頼 当該物件の所有者又は所有者の代理人に立会を依頼する 。  

( 4)  建物概要 方位、 構造、 階数、 用途、 建築年月日、 増改築及び改装の有無。  

( 5)  建物内部 

概要 

各部屋の室名、 内部調査実施箇所の床面積。（ 内部の未調査箇所があ

る 場合は、 理由を必ず表記する 。）  

( 6)  物件の 

現場状況 

 当局工事埋設物（ 管渠、人孔、立抗等） の寸法及び調査物件と の位置

関係、 公私道の区別、 現場付近の土質、 その他調査に必要な状況。  

( 7)  他の物件と  

現場状況 

 調査物件と 隣接物件及び道路等と の位置関係が明確に把握でき る よ

う に調査し 全景を撮影する 。  

( 8)  建物の 

傾斜測定 

① 建物外壁面の測定 

  外壁面の傾斜の度合を測定。 原則と し て全面を測定。  

② 基礎天端の水平測定 

基礎天端又は外壁面と 基礎の境で測定。  

③ 柱の傾斜測定 

柱の傾斜の度合を二方向測定。 原則と し て全柱を測定。  

④ 床面の水平測定 

水盛によ り 水平度合を測定。  

床面等の必要箇所を水平器によ る 傾斜測定。  

⑤ 基礎に生じ た亀裂の状態と 建物の沈下状況と の関連性を含めて測

定。  

⑥ 全ての建具の開閉状態と 建物の沈下状況と の関連性を 含めて測

定。  

( 9)  建物各部分の 

   状況調査 

① 外壁面 

  外壁面の仕上げ及び亀裂、 浮き 、 はら みの状況。  

② 室内壁面 

各室の内壁仕上げ及び亀裂、 隙間、 浮き 、 はがれの状況。  

③ 内部床面 

各室の床仕上げ及び不陸、 隙間、 浮き 、 はがれの状況。  

④ 天井面 

各室の天井面の仕上げ及びはがれ、 し みの状況。  

⑤ 建具 

全ての建具の開閉具合の状況。  

⑥ 屋根、 陸屋根 

 屋根葺材の種類及びずれ、 破損の状況。  

⑦ 基礎 

 基礎の形式、 柱脚の納ま り 、 仕上げ及び基礎に生じ ている 亀裂の

状況。  

⑧ 土間コ ンク リ ート の沈下、 亀裂、 隙間の状況 

⑨ その他床面（ 階段、 踊り 場、 外廊下、 ベラ ンダ、 土間等） 床仕上げ

及び亀裂、 不陸、 隙間、 浮き 、 はがれ等の状況。  
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調 査 項 目 調 査 内 容 

（ 10）  一般工作物の 

状況調査 

① 塀、 門柱 

  鉛直面に対する 傾斜の度合を２ ～３ ｍごと に１ 箇所、 最低２ 箇所

以上測定。 原則と し て調査対象物件の敷地内の全ての塀、 門柱を測

定。 仕上げ、 亀裂、 目地切れの状況。  

② 門 

門扉の開閉具合の状況。  

③ 外廻り 土間、 犬走り  

  土間、 犬走り の仕上げ及び亀裂、 はがれ、 浮き 、 隙間等の状況。  

④ 屋外給排水衛生電気ガス 設備 

給排水管・ 電線管・ ガス 管・ 排水桝等の損傷状況。  

⑤ 樹木 

敷地内の主な樹木の本数、 高さ 、 枝張り の状況。  

⑥ 池 

池の仕上げ及び亀裂、 水漏れの状況。  

( 11)  工場・ 店舗 

及びガソ リ ン 

ス タ ンド 等の 

状況調査 

 前記( 8) から ( 10) の調査項目に下記項目を加える 。  

① 工場では、 場内機械の水平測定、 配置、 種類及び走行ク   レ ー

ンの運転具合の状況。  

② 店舗では、 棚、 冷蔵庫、 冷凍庫の仕様及び配管等の状況。  

③ ガソ リ ンス タ ンド では、  

 ア 地上設備、 地下設備の配置、 配管等の状況。  

   事前調査においては、 所轄消防署の定期検査済証で配管等の状

況を確認。 事後調査においては、 減圧テス ト 等で確認。  

 イ  ２ ｍピ ッ チで網目状にレ ベル測定。  

( 12)  墓地( 神社) の

墓石及び石碑

等工作物の 

状況調査 

① 敷地の現況と 石碑等工作物の配置状況。  

② 個別の亀裂・ 目地切れ・ 隙間・ 損傷・ 風化の状況。  

③ 個別の水平及び傾斜の状況については、 それぞれについて二方向

の測定。  

( 13)  木造以外の 

建物の状況 

調査 

 木造以外の建物を調査する 場合は、 構造種別及び建物傾斜を 十分に

注意する 。  

 〈 例〉 外壁の傾斜度合 

    建物の屋上にて水平測定。（ パラ ペッ ト の天端等）  

    大規模な建物の水平測定はレ ベル測定。  

( 14)  井戸の 

状況調査 

 ポンプ種別、 関連機器、 使用の実態、 位置及びその他必要な事項。  
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 ４  写真撮影時等の注意事項 

   写真撮影及び写真帳の整理は、 下表の内容に注意し て行う 。  

項 目 注  意  事  項 

写

真

撮

影 

 

黒板 ・ 所有者欄には、 必ず真の所有者名を記載する こ と 。  

（ 所有者以外が立会をし た場合でも 、 所有者名を記載する ）  

・ 調査時に、 損傷を確認し た場合には、 必ず状態、 測定数値を記載し た黒

板を入れて写真撮影を行う こ と 。（ 写真がピンボケし て、 黒板の表記が

不鮮明な場合は、 必ず写真帳に測定数値を記載する 。）  

損害の 

測定 

・ 既存ま たは発生し た損害の実測値について、 幅（ W） は単位を㎜、 長さ

（ Ｌ ） は単位をｃ ｍと する 。  

・ 事前、 事後の対比写真で損害が不明瞭な場合は、 拡大写真を撮影する 。

（ 隙間拡大の場合はス ケールを入れて撮影する 。） 損害箇所で問題と な

り そう な場所については、 撮影方法を工夫し 複数の方向から 撮影する 。 

・ 事前調査の実施個所のう ち、同一写真内に事前と 事後と で異なる 箇所に

現象が出た場合は、 それぞれの現象ごと に測定、 記録する 。  

 
 事前 土間亀裂 Ｗ＝１  Ｌ＝２ ０  

事後 土間亀裂 Ｗ＝１  Ｌ＝２ ０  変化なし、土間隙間 Ｗ＝０ ． ５  発生 

写

真

帳

の

整

理 

当該工事

に起因す

る 損害 

・ 事後調査で、 当該工事に起因する と 思われる 変化が出た箇所について

は、「 拡大」 ま たは「 発生」 と 、 赤字で記載する 。  

・ 損害の拡大によ り 別の損害名と する 方が良い場合（ 亀裂→破損、段差等）

は、 両方の現象を記載し た上で、「 拡大発生」 と 赤で記載する 。  

その他の

損害 

・ 当該工事以外の原因によ り 発生し た損害については「 工事起因外」「 経

年」 等と 記載する 。  

変化なし  ・ 事前・ 事後調査で変化が認めら れなかった箇所については、状態等を記

し た上で「 変化なし 」 と 記載する 。  

追加調査

の箇所 

・ 事前調査が未実施の箇所で、 事後調査を実施し た場合は、「 追加調査」

と 記載する 。（ 損害有無に関わら ず調査可）  

・ 所有者の申出によ り 調査追加し た箇所は、「 申出」 と 記載する 。  

調査不可

の箇所 

・ 荷物が置かれている 、ま たは進入する こ と ができ ない等によ り 調査を実

施でき ない場合には、 状況写真（ 荷物がある 状況や進入先の入口など ）

を撮影し た上で、「 対比不可」 ま たは「 進入不可」 と 記載する 。  

受注者に

よ る 補修

工事 

【 当該工事に起因する 損害（ 受注者の責によ る も のを除く ） の補修工事】 

・ 応急的な補修工事の場合、「 受注者仮補修済」 と 記載する 。  

※損害を本補修する ための損害見積額も 算定する 必要がある 。  

・ 本補修と し ての工事の場合、「 受注者本補修済」 と 記載する 。 なお、

本補修工事の箇所は、 修理前、 修理後の写真を補填する こ と 。  

※再度補修工事をする 必要がないため、 損害見積額は算定し ない。  

【 受注者の責によ る 損害の補修工事】  

・「 受注者の責によ る 損傷」 と し た上で、「 受注者対応済」 と 記載する 。 

【 当該工事に起因し ない不具合等の補修工事】  

・「 工事起因外」 と し た上で、「 受注者対応済」 と 記載する 。  

受注者以

外の補修

工事等 

・ 所有者が事後調査実施前に補修又は改修等を行った場合、「 所有者補修

（ 改修、 改装、 改築等）」 と 記載する 。  

・ 当局以外で補修工事等を行った場合、「 他工事によ り 対応」 と 記載する 。 

【 例】  



- 31 - 
 

第２  調査資料の作成 

 １  事前調査資料 

下記の資料をと り ま と め、「 事前調査報告書」［ P46～］ を作成する 。  

なお、調査に当たり 複合処理物件の有無は、当局と 受注者間の事前調査打合せ時に確認す

る 。 ま た、 複合処理物件である 場合は「 複合処理の取扱方針」（ 令和 5 年 1 月 24 日付 4 下建

管第 559 号） に基づき 、 当局から 貸与し た前回工事の各報告書を十分に確認のう え、 今回工

事の報告書を作成する 。  

（ 1）  事前調査一覧表［ P47～48］  

 （ 2）  事前調査箇所案内図［ P49］  

（ 3）  家屋工作物現況図(事前)［ P50～51］  

こ の現況図には、 工事着手前の当該物件を「 調査項目」［ P28～29］ に従って調査し 、  

把握し た状況及びその記録、 保存のための写真の撮影箇所、 撮影方向、 番号を図面に明

示する 。 ま た、 当局工事側線（ 管渠、 人孔、 立坑等） についても 図示する 。  

（ 4）  写真帳[ P52]  

写真は「 調査項目」［ P28～29］ に従って、 工事前の物件状況、 写真撮影場所（ 室名）、

撮影対象や撮影方向等の調査記録を表記する 。 損傷がある 場合は、 その内容を記載し 、

測定値を 0. 5 ㎜単位で明記する 。  

（ 5）  井戸実態調書［ P53］  

井戸のある 家屋には添付する 。  

 

 ２  事後調査資料 

 事後調査を行った全ての物件について、「 事後調査報告書」［ P59～］ を作成し 、「 損害認

定及び補償費の負担等に関する 協議の依頼について」［ P58］ に添付する 。 ま た、 損害が発

生し た全ての物件については、「 損害調査報告書」［ P79～］ を併せて作成する 。  

なお、 井戸枯渇等（ 汚濁を含む。） の損害が発生し ている 場合は、 上水道によ る 代替施設

の設置費用の補償又は井戸の増堀等の補償と する か所管事務所と 協議の上、 提出書類の様

式等について指示を受ける こ と 。  

( 1)  事後調査報告書［ P59］  

① 第三者損害に関する 見解及び物件所有者の確認について［ P60］  

② 事後調査実施確認一覧表［ P61～62］  

意向確認・ ・ ・ ・ ・「 工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」［ P63］ を回収

でき た場合は、 調査希望又は調査辞退と 明記する 。 ま た、 回収で

き なかった場合は、「 経緯書」［ P64］ と 同等内容の書類を添付の

上、 経緯書のと おり と 明記する 。  

事後調査実施・ ・ ・ 事後調査実施の有無を○×で明記する 。  

 ③ 工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書［ P63］  

 ④ 事後調査箇所案内図［ P65］  

⑤ 地質柱状図及びボーリ ング位置図 

⑥ 施工説明書［ P66～69］  

   工事後の家屋調査を 実施し た家屋等が影響範囲に存在する 施工し た全路線、 人孔

等に対し て作成する 。 ま た、 掘削深さ ができ る 限り 深い、 代表的な調査物件と 工事埋

設物（ 管渠、 人孔、 立坑等） と の位置関係を掘削断面概略図と し て図示し 、 官民境界

ま での距離、 側線から の距離、 掘削深は○番号で表記する 。  
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⑦ 損害発生家屋等における 掘削断面図 ［ P70～71］  

   損害が発生し た物件と 工事埋設物（ 管渠、人孔、立坑等）と の位置関係を図示する 。  

⑧ 損害状況確認一覧表［ P72～73］  

  ・ ｢修復対象物｣の記入方法 

ア 建物の内外部の損害がある 場合( 「 イ 」 の場合を除く ）・ ・ ・ 建 物 

イ  揚屋工法等で修復する 損害がある 場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 建 物（ 揚屋）  

ウ  建物内部のみの損害の場合( テナント 等の場合を含む）・ ・ ・ 内 装 

エ 外構のみ（ 塀、 土間等） の損害の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 工作物 

オ 墓石の損害がある 場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 墓 石 

  ・「 官民境界ま での距離」「 側線から の距離」「 掘削深」 の記入方法 

⑥「 施工説明書」［ P66～69］ の掘削断面概略図の〇番号に合わせ、 事後調査を実施

し た物件と 工事埋設物（ 管渠、 人孔、 立坑等） に対する 各寸法を記入する 。  

・「 備考」 欄の記入方法 

複合処理、 競合、 全体又は部分揚屋を記入する 。  

⑨ 家屋工作物現況図（ 事後）［ P74～75］  

 こ の書類は、 事前調査資料を複写し 、「 調査項目」［ P28～29］ に従い、 工事後の物件 

状況、 写真撮影箇所や撮影方向等の調査記録を赤で表記する 。  

   ま た、 当局工事埋設物（ 管渠、 人孔、 立坑等） の工事側線も 図示する 。  

 なお、 建物内で調査を行った箇所については、 表－１ 調査床面積の計算方法に従い、

調査床面積の計算を行う 。（ 延べ面積の計算は必要ない。）  

 

表－１  調査床面積の計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩   工事損害写真説明表［ P76］  

       撮影箇所・ ・ ・ ・ ・ 当該工事起因と なる 工事損害が撮影さ れている 場所( 室名) と 損

害内容を明記する 。ま た、工事損害が発生し ていない場合は「 工

事損害なし 」 と 記載する 。  

    本補修の内容・ ・ ・ 当該工事起因と なる 工事損害について受注者が本補修し た場合

は、 その内容を記載する 。  

    所有者承諾有無・ ・ 受注者が本補修し た工事損害について、 物件所有者の承諾を 得

たも のは「 有」 を記入する 。  

⑪  写真帳[ P77～78]   

事前調査資料を参照し 、 損傷変化の有無にかかわら ず事前調査写真と 同一箇所を全

て撮影し 、 対比する 。 写真番号、 記録方法等は事前調査の写真に準じ て記入する と と

も に、 確認し た調査結果を赤で表記する 。  

損傷変化がある 場合は、その原因と 状況を記載し 、測定値を 0. 5 ㎜単位で明記する 。

ま た、 損傷が新規に発生し た箇所については、  追番で追加し た写真を整理する 。  

・ 計算式は、 平面図の寸法と 照合でき る よ う に記載する 。（ 計算式は、 横寸法

×縦寸法で統一する 。）  

・ 各階面積の途中計算は小数第４ 位(第５ 位切捨て )ま で行い、 小計(各階面積)

及び合計は小数第２ 位(第３ 位切捨て )ま でを示す。  

・ 調査床面積の計算においては、家屋内部をすべて調査し た（ 内部未調査がな

い） 場合を除き 、 エレベータ ー部分は調査床面積に計上し ない。  

・ 複雑な面積計算の場合は、図面に三斜等表記し 図面のス ケールから 式が追え

る よ う にする 。  
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⑫  複合処理物件は、「 複合処理の取扱方針」 に基づき 、 今回工事、 前回工事別に書類を

作成し 、 工事区分ごと にイ ンデッ ク ス を付け、 見やすく 整理する 。  

( 2)  損害調査報告書［ P79］  

①  事後調査実施確認一覧表［ P61～62］  

②  損害状況確認一覧表［ P72～73］  

③  事後調査箇所案内図［ P65］  

④  損害調書［ P80］  

複合、 競合工事等の場合は、 前回工事件名、 受注者名、 調査会社名等を備考欄に記

入する 。  

⑤ 工事内訳書［ P81］  

修理図面の記載項目をも と に作成する 。 ま た、 単価については当局が定める も のを

使用する 。  

⑥ 修理図面［ P82～83］  

こ の図面は、 見積上の基本と なり 工事内訳書を作成する 資料である から 、 必要条件を

満たすよ う に作図する 。  

事後調査における 主な調査項目の損害状況、 修理内容及び修理範囲を図示する と と

も に、 建物その他工作物と 当局工事側線（ 管渠、 人孔、 立坑等） を明記する 。  
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第３  損害見積額の算定 

１  算定方法 

  建物及びその他工作物の損害見積額の算定に当たっ ては、 事後調査結果と 原状回復を 考

慮し た修復工法を選定し 、 表－２ 積算表によ り 適正な見積額を算定する 。  

 

２  算定上の注意事項 

( 1)  一般の建築物及びその他工作物 

① 建物の沈下によ る 損害 

  損害物件の機能回復に要する 費用を見積る と と も に従前の経済価値を失わないよ う

考慮する 。 揚屋工法によ って費用を算定する 場合は、 揚屋の必要性、 揚屋工法選定、 構

造検討等の資料も 添付する こ と 。  

② 建物の沈下を伴わない主に振動によ る 損害 

     損害内容と その建物の経年変化を考慮し て損害見積額を積算する 。  

③ 工事施工前に傾斜し ている 建物及びその他工作物 

事前傾斜を考慮し て損害見積額を積算する 。  

④ 沿道に面し ている 箇所（ 門、 塀、 玄関、 外壁、 店舗等） は、 美観を考慮し た範囲の積

算を行う こ と ができ る 。  

⑤ 現在製造・ 使用さ れていない材料・ 工法 

   修復物件において、 現在製造、 使用さ れていない材料、 工法については、 当該物件の

機能及び価値を失わないよ う に考慮し 、 同等品程度の材料・ 工法で積算する 。  

⑥ 試験費・ 手続費等が必要な場合 

ガソ リ ンス タ ンド 、 工場など の地下埋設配管等の状況調査で、 試験費、 手続費等が必

要と なる 場合は、 別途積算の上、 試験費等の根拠資料を必ず添付する 。  

( 2)  特別な建築物及びその他工作物 

   重要文化財に指定さ れている 建築物、 山門、 碑等に損害が生じ た場合は、 専門の知識を

有する 者の評価を考慮し て積算する 。  

( 3)  建築物及びその他工作物を 修復する に当たり 、 建築基準法及び消防法等の規定によ り

一定の条件を 具備する 必要がある 場合には、 こ れに要する 費用の全部又は一部を 見積額

に換算する こ と ができ る 。 ま た、 高さ が２ m 超の擁壁、 又は塀は、 造り 替えに構造計算が

必要と なる 場合がある ので注意する こ と 。  

( 4)  複合処理 

 今回の事前事後調査の結果と 前回工事で損害を受けた箇所の修理状況の双方から 、 総

合的に判断し て今回損害見積額の算定を行う 。   
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３  積 算 表 

   下表に従い、 損害見積額を積算する 。  

 

   表－２  積 算 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工    種 積  算  内  容 

１  仮 設 工 事 
下記の工種において、 必要に応じ て積算する 。 ただし 、 下記の

工種に含ま れている も のがある ので、重複し ないよ う 注意する 。 

２  揚 屋 工 事 損害の状況と 構造上の影響範囲を考慮し て、 積算する 。  

３  土 工 事 損害状況に応じ て、 必要範囲の積算をする 。  

４  コ ンク リ ート 工事 
土間コ ンク リ ート 亀裂は打替えを積算し 、 土間コ ンク リ ート 仕

上げ亀裂はモルタ ル塗替え又は亀裂補修を積算する 。  

５  基 礎 工 事 損害状況によ り 工法を選択し 、 積算する 。  

６  木 工 事 損害状況に応じ た修理範囲の積算をする 。  

７  左 官 工 事 
内外壁と も に損害箇所のみではなく 、 美観を考慮し た範囲の積

算を行う こ と ができ る 。  

８  防 水 工 事 損害状況に応じ た修理範囲の積算をする 。  

９  タ イ ル、 石工事 石材の再利用が可能な場合は、 取り 外し 、 取付けを積算する 。  

10 内 外 装 工 事 
内外装と も に損害箇所のみではなく 、 美観を考慮し た範囲の積

算を行う こ と ができ る 。  

11 塗 装 工 事 
損害箇所のみではなく 、 美観を考慮し た範囲の積算を行う こ と

ができ る 。  

12 建具、 ガラ ス 工事 
調整が可能なも のは建付け直し を行い、 不可能なも のは撤去、

新設を積算する 。  

13 屋 根 工 事 
・ 瓦ずれの場合は、 各補修費で積算する 。  

・ 葺替を積算する 場合は、 損害状況によ り 範囲を定める 。  

14 工 作 物 損害状況によ り 工法を選択のう え、 積算する 。  

15 労 務 費 数量が極少で、 上記の工種では積算が困難な時に使用する 。  

16 運 搬 処 分 費 

調査内容に応じ て、 積込費、 運搬費、 処分費を積算する 。 ただ

し 、 上記の工種に含ま れている も のがある ので、 重複し ないよ

う 注意する 。  

17 諸 経 費 当局が定める 率の使用を原則と する 。  

18 そ の 他 

・ 原状回復工事に伴う 試験費、 申請料等を積算する 。  

・ 特殊性のある 設備等（ ダク ト 、 ポンプ、 業務用冷蔵庫など）

は、 見積書等を用いて積算する 。  
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第４  調査資料の提出 

 １  事前調査資料 

   事前調査終了後、所管事務所の指示に従い、（ 1） 又は（ 2） のいずれかの形式で納品する 。  

（ 1）  紙媒体 

（ 2）  電子データ  

電子データ 形式は全て Adobe PDF 形式と する 。  

 

２  事後調査資料 

事後調査終了後、 所管事務所に（ 1） を速やかに納品する 。 予備精査・ 精査の完了後に所

管事務所の指示を受け、（ 2） を納品する 。（ 事後調査報告書と 損害調査報告書は別々の電子

媒体で納品する こ と 。）  

（ 1）  紙媒体 

（ 2）  電子データ  

① 紙媒体で納品し た全書類を、 Adobe PDF 形式で納品する 。  

② 以下の書類は M icrosoft E xcel 又は M icrosoft W ord で加工可能な形式も 納品する 。 

・ 事後調査実施確認一覧表 

・ 損害状況確認一覧表  

・ 工事損害写真説明表 

・ 損害調書 

③ 写真データ は、 日本産業規格（ JI S） に示さ れる JPEG、 TI FF や SVG 形式等と す

る 。  

       ※写真の信憑性を考慮し 、 写真編集は認めない。  

       ※有効画素数は、 黒板の文字が確認でき る こ と を指標と する 。  

   

 ３  電子データ の納品時における 注意事項 

（ 1）  提出する 電子媒体は CD-R ま たは DVD-R を原則と し 、こ れ以外の電子媒体の場合

については、 所管事務所の承諾を得る こ と 。  

（ 2）  受注者は、 写真を電子媒体に格納し た時点で、 ウ イ ルス チェ ッ ク を行う こ と 。 ウ イ

ルス 対策ソ フ ト は特に指定はし ないが、 信頼性の高いも のを利用する こ と 。 なお、

最新のウ イ ルス も 検出でき る よ う に、ウ イ ルス 対策ソ フ ト は常に最新のデータ に更

新(アッ プデート )し たも のを利用する こ と 。  

（ 3）  提出する 電子媒体には、 以下に示す必要項目を記載する こ と 。  

① 工事番号 

② 工事件名、 分割協議回数 

③ 工期 

④ 受注者名 

⑤ 調査会社名 

⑥ 報告書名称 

⑦ ウ イ ルス チェ ッ ク ソ フト 名、 チェ ッ ク 年月日 

（ 4）  各電子データ やフ ァ イ ルの命名については特に指定はし ないが、報告書で綴ら れる

書類の順番と おり に並ぶよ う に配慮する こ と 。  
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（ 5）  電子媒体には以下のフォ ルダ階層で格納する こ と 。  

① 事前調査報告書 

電子媒体ルート フ ォ ルダ 

事前調査報告書（ 表紙） ＜PDF＞ 

事前調査一覧表＜PDF＞ 

家屋別フォ ルダ   家屋工作物現況図（ 事前） ＜PDF＞ 

           写真帳＜PDF＞ 

② 事後調査報告書 

電子媒体ルート フ ォ ルダ 

        事後調査報告書（ 表紙） ＜PDF＞ 

        第三者損害に関する 見解及び物件所有者の確認について＜PDF＞ 

        事後調査実施確認一覧表＜PDF・ Excel 等＞ 

        工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書（ 写） ／経緯書＜PDF＞ 

        事後調査箇所案内図＜PDF＞ 

        地質柱状図／ボーリ ング位置図＜PDF＞ 

        施工説明書＜PDF＞ 

        損害状況確認一覧表＜PDF・ Excel 等＞ 

        家屋別フ ォ ルダ   損害発生家屋等における 掘削断面図＜PDF＞ 

家屋工作物現況図（ 事後） ＜PDF＞ 

工事損害写真説明表＜PDF・ Excel 等＞ 

写真帳＜PDF＞ 

                   事前写真フ ォ ルダ  事前調査写真データ ＜JPEG 等＞ 

                  事後写真フ ォ ルダ  事後調査写真データ ＜JPEG 等＞ 

③ 損害調査報告書 

電子媒体ルート フ ォ ルダ 

事後調査実施確認一覧表＜PDF・ Excel 等＞ 

損害状況確認一覧表＜PDF・ Excel 等＞ 

事後調査箇所案内図＜PDF＞ 

家屋別フォ ルダ   損害調書＜PDF・ Excel 等＞ 

           工事内訳書＜PDF＞ 

           修理図面＜PDF＞ 

          その他関係書類＜PDF＞ 
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。
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              損 害 補 償 に 関 す る も の
 

書
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様
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ペ
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正
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９
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６
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後

 

第
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月
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と
に
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出
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。
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未
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一
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１
０

０
 

 

折
衝
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録

 
１

１
３

 
折

衝
時

（
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対

応
を

含
む

。
）
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ず
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補償に関する 提出書類等様式作成上の注意事項 

 

  

１  各様式になら って作成する 。  

２  各様式の色別表示は、 意味が異なる ので注意する 。  

( 1)  黒は、 変更せずに表示のと おり 用いる 。 ただし 、「 家屋工作物現況図（ 事前・

事後）」［ P50～51、 P74～75］、「 修理図面」［ P82～83］ については、 表示どおり 使

用する のではなく 、 個々の調査内容に合わせた図面を作成する 。  

( 2)  赤は、 記入例を表記し てある ため、 当該工事に合わせる 。  

( 3)  青は、注意事項〔 (注)と 表記〕 及び用紙サイ ズを示し てある ため、表記し ない。  

３  提出後、 訂正があった場合は誤記箇所に二本線を引き 正し く 表記する 。  

ま た、 様式の上部に訂正表示を明記し 、 押印する 。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 45 - 

 

 

 

家屋調査を委託する 調査会社届 

○年○月○日 
（ 注） 契約書の発注者名を 記入する 。  

東京都公営企業管理者 

下水道局長 〇〇 〇〇 殿 

 

（ 注） 契約書と 同一の住所等を記入する 。  

              東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

           下水道建設株式会社 

  代表取締役社長 下 水 道 雄  

 

下記調査会社に調査を 委託し ま し たのでお届けし ま す。  

 

工 事 番 号  ○○○○第○○○○号 

工 事 件 名  新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事 

契 約 番 号  ○○下経契土第○○○号 

契 約 年 月 日 ○年○月○日 

工 期 契約締結の日の翌日から○○○日間 

調査を 委託する  

調 査 会 社 名 

株式会社下水設計 連絡先 

         東京都新宿区西新宿二丁目６ 番１ 号 

            （ ○○○○） ○○○○ 

当 社 の 補 償 

事 務 担 当 者 名  

         連絡先 

江戸 一郎    東京都新宿区西新宿二丁目６ 番１ 号 

           （ ○○○○） ○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注）  

１  事前調査打合せを 行う 前に工事監督員へ提出する 。  

２  都と 受注者の代表者名義は起因と なっ た工事の契約書と 同一と する 。  

３  調査会社及び補償事務担当者に変更があった場合は、 その都度提出する 。  

 

（ Ａ ４ タ テ）  



○年○月○日

1  工事件名

2  受注者名

3  調査件数

4  添付書類等

事前調査一覧表

事前調査箇所案内図

家屋工作物現況図（ 事前）

写真帳

井戸実態調書

（ 注） 事前調査報告書は、 紙納品又はデータ 納品と する 。 所管事務所の指示を仰ぐ こ と 。

（ Ａ ４ タ テ）

井戸のある 物件のみ作成

名称 備考

全調査物件について作成

事 前 調 査 報 告 書

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

下水道建設（ 株）

9 件事前調査件数
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 事 前 調 査 一 覧 表

家屋

番号
物件所在地 所有者住所 所有者名 連絡先（電話） 構造 基礎 用途 建築年月日

増改築

有無

井戸の

有無
事前調査年月日 調査員 立会者 備考

1 新宿区西新宿一丁目1 番1号 同左 東京 太郎 0000-0000 木造２階建 布基礎 住宅 昭和○年○月○日 × × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 東京 太郎

2 新宿区西新宿一丁目1番2号 千代田区大手町二丁目6 番2号 下水工業㈱ 取締役 下水 一 0000-0000 S造２階建 杭基礎 事務所 平成○年○月○日 × × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△
総務部総務課

□□（職員）

3 新宿区西新宿一丁目2番1号 同左 新宿 一郎・新宿 二郎 0000-0000 木造２階建 ベタ基礎 住宅 昭和○年○月○日 ○ × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 新宿 一郎

4-1 新宿区西新宿一丁目2 番2号 同左 日本 太郎 0000-0000
軽量鉄骨造

２階建
杭基礎 住宅 平成○年○月○日 ○ × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 日本 花子

4-2 新宿区西新宿一丁目2番3号 新宿区西新宿一丁目5 番1号 日本 太郎 0000-0000 木造平屋 ベタ基礎 住宅 昭和○年○月○日 × ○ ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 日本 花子（妻）

5 新宿区西新宿二丁目1番1号 同左 東京 次郎 0000-0000 木造２階建 布基礎 住宅 昭和○年○月○日 ○ × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△
東京 三郎

（息子）

6 調査対象外 （解体済みのため）

7-1 新宿区西新宿二丁目2番1号 同左 多摩 一男 0000-0000 S造３階建 杭基礎 住宅 昭和○年○月○日 ○ × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 多摩 一男

7-2 新宿区西新宿二丁目2番1号 新宿区西新宿二丁目3番1号 多摩 次男 0000-0000 S造３階建 杭基礎 店舗 昭和○年○月○日 × × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△ 多摩 次男

8 新宿区西新宿二丁目2番2号
新宿区西新宿二丁目2番2号

101号室
△△管理組合 理事⾧〇〇 〇〇 0000-0000 RC造３階建 杭基礎

共同住

宅
平成○年○月○日 × × ○年〇月〇日 〇〇〇 △△△

〇〇 〇〇

（理事⾧）

（注）１ マンションの管理組合については、理事⾧名を記載すること。
   ２ 所有者が複数の場合、全員の氏名・住所・電話番号を記入する。全員フルネームを記載すること。（苗字が同一でも省略しないこと。）
     住所が同一であれば、「所有者名」に全員の名前を記載の上、一行で記入すること。
   ３ 記載できないほど多数の所有者がいる場合は、全所有者の住所・氏名記載した別紙を添付の上、「所有者住所」「所有者名」の欄に「別紙参照」と記載する。
     ただし、委任状等により代表者が決まっている場合は、委任状の写しを添付の上、代表者の住所氏名等のみを記載することができる。
     なお、備考欄に「委任状あり」とコメントを付すこと。
   ４ 不動産業者や管理会社等が代理で調査立会等をする場合は、所有者名を明記した上で、その下に（代理）として不動産会社等の社名代表者名等を記載すること。
   ５ 同一敷地内の複数物件、同一建物の複数所有者等の場合は、枝番処理をする。枝番の処理方法については、（手引：P26～27）参照。

（Ａ3ヨコ）
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工事件名

（ 注1） 原則Ａ ４ タ テと し 、 Ａ ３ ヨ コ も 可

（ 注2） 図面内に町名及び街区符号を記載する こ と 。

事 前 調 査 箇 所 案 内 図

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

既設活用

開削工法

人孔撤去・ 新設

立坑

推進工法

内面被覆工法

既設人孔

新 宿 区

西 新 宿 二 丁 目
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1

3

8

2

7

１

２ ３

１ 2 3

西 新 宿 一 丁 目

4

|

2

1

6

広域図表記
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洗 面 所浴 室

玄
関

C人 孔

（ 内 面 被 覆 工 法 ）

測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値

A 0 925 0 A 0 930 0

B 0 927 -2 B 0 931 -1

C -30 960 930 -5 C 0 940 -10

D -30 975 945 -20 D 0 941 -11

E 0 940 -16

F -30 984 954 -29

G -30 980 950 -25

二階

測定箇所 段差
事前 事後

一階

差

レベル測定表（ 単位： mm）

測定箇所 段差
事前 事後

図示以外の階における 事前調査は、 所有者の意向によ り 内部未調査

家　 屋　 工　 作　 物　 現　 況　 図　 （ 　 事　 前　 ）

（ A3ヨ コ ）

家屋番号 所有者氏名

1 東京 太郎

4

7

3

5

4

1

6

2

（ 注）

（ 注） レ ベル測定表は、 別紙添付でも 可と する 。

F

A

B

C

DE

G

A

B

CD

－ 50～51 －



事前写真

（ 注） １  各写真の説明については、 調査項目、 調査資料を参考の上、 記入する 。 （ Ａ 4タ テ）

２  計測の単位は幅についてはミ リ メ ート ル、 長 さ についてはセンチメ ート ルと する 。

写  真  帳

家屋番号 1

事前調査写真

3

浴室

壁タ イ ル現況

事前調査写真

1

全景

事前調査写真

2

１ 階和室

内壁亀裂

W= 5㎜ L= 6cm
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工事件名

（ Ａ 4タ テ）

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

有

家屋番号 4-2
物件

所在地
新宿区西新宿一丁目2番3号

所有者名 日本 太郎

用 途
業態又は

使用人数
水道の有無雑用水 5名

良

さ く 井年月 昭和25年5月 井戸形式 開放 密閉 打込

揚水設備

揚水管径13㎜

手押ﾎ゚ ﾝﾌﾟ  電動ﾎ゚ ﾝﾌ゚

（ 形式○○○）

井戸給水

栓数

台 所○個 便 所○個

浴 室○個 その他○個

井戸径 100㎝
井 戸

使用量
0.5㎥／日 外 観

3.70ｍ

水面ま での

距離
2.52ｍ 水 深 1.18ｍ 気 温 14℃

地盤高 0.9ｍ 井戸枠高 0.27ｍ

備考

井 戸 実 態 調 書

調査員 玉石 石松 調査年月日 ○年○月○日 立会人 日本 花子（ 妻）

水 温 18℃ 水 質 Ｐ Ｈ7.8
注入箇所

から の距離
139ｍ

井戸深
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○年○月○日 

（ 注） 契約書の発注者名を記入する 。  

東京都公営企業管理者 

下水道局長 〇〇 〇〇 殿 

（ 注） 契約書と 同一の住所等を記入する 。 

                     東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

                      下水道建設株式会社 

                          代表取締役社長 下 水 道 雄 

 

損 害 補 償 の 処 理 計 画 書 兼 実 施 報 告 書 

 

  １  工 事 番 号  ０ ０ ０ ０ 第０ ０ ０ ０ 号 

  ２  工 事 件 名  新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事 

  ３  工    期  ○年○月○日～  ○年○月○日 

  ４  受注者 担当者名 

補償担当：  江戸 一郎 （ 電話番号）  ○○－○○○○－○○○○ 

現場担当：  ○○ ○○ （ 電話番号）  ○○－○○○○－○○○○ 

  ５  調 査 会 社 名  株式会社下水設計 

       担 当：  玉石 石松 （ 電話番号）  ○○－○○○○－○○○○ 

計画・ 実施表       上段は赤で計画を示し 、 下段は黒で実施を示す。  

      時  期 

 

項  目 

○年 備  考 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○ 

月 

○

月

 

工事後の連絡先のお知ら

せの配布 

            予定件数○件 

実施件数○件             

地盤安定の確認 
            

 
            

下水道工事完了後の家屋

調査意向確認書兼補償請

求書の配布・ 回収 

            
予定○件 

実施○件 

予定 

○件 

実施 

○件 

            

            

家屋調査の実施 
            予定件数○件 

実施件数○件             

報告書の作成・ 提出 
            

 
            

折衝予定 
            

 
            

 

遅延理由 

 

 
（ 注） １   系統図を添付する 。  

    ２   工事完了の３ ０ 日前ま でに計画書を作成・ 提出する こ と 。 その後、 本書の報告は２ か 

月毎に行う 。 なお、 期日を２ 週間以上遅れて提出し た場合は、 遅延理由を明記のこ と 。  

     ３  「 下水道工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書の配布・ 回収」 の備考欄は、 左

側に配布作業を、 右側に回収作業の計画、 実施件数を記入する こ と 。  

   ４   複合処理する 物件がある 場合は、 前回工事の工事番号、 件名、 工期、 受注者名、 調 

査会社名を別紙で提出する 。 ま た、 系統図で該当物件がある 路線を青で示す。  

５  都と 受注者の代表者名義は起因と なっ た工事の契約書と 同一と する 。  

 

 

                                    （ Ａ ４ タ テ）  

配布・ 回収 
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新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事に起因する  
第三者損害の補償に関する 協定書   

 

 

 東京都（ 以下「 甲」 と いう 。） と 受注者○○○○○( 以下「 乙」 と いう 。 ) と は、 ○○○

○第○○〇〇号 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事に起因し て発生し た第三者損

害の補償事務に関し 、【 土木工事標準仕様書】 第５ 章 5. 1. 3 の規定に基づき 「 損害補償の

処理計画書兼実施報告書」 が提出さ れたので、 次のと おり 協定を取り 交わす。  

 

 

( 目的)  

第１ 条 こ の協定は、 第三者損害の補償事務に関する 基本的事項を定め、 相互の関係事 

務の適正かつ円滑な処理を図る こ と を目的と する 。  

 

( 用語の定義)  

第２ 条 こ の協定における 用語の定義は次のと おり と する 。  

( １ )  第三者損害 下水道工事に起因し て第三者の建物、 工作物等に及ぼし た損害 

をいう 。  

( ２ )  補償事務  第三者損害の調査及び認定、 補償金及び事後調査費用等の査定、  

和解折衝等をいう 。  

( ３ )  補償金   下水道工事に係る 第三者への補償金をいう 。  

 

( 協定の適用範囲)  

第３ 条 こ の協定の適用範囲は、 別紙「 事前調査箇所案内図」 のと おり と する 。  

 

( 補償事務の流れ)  

第４ 条 乙は、 甲の「 損害補償実務の手引」 に基づき 事後調査を行う 。 事後調査は令和

〇年〇月に甲と 乙が協議の上、 地盤安定の確認を行い、 遅滞なく 開始する こ と 。  

２  乙は事後調査終了後、 事後調査報告書及び損害調査報告書（ 損害がない場合、 損害

調査報告書は不要。 以下同じ 。）（ 以下「 事後調査報告書等」） と いう 。） を速やかに提

出する 。  

３  事後調査終了後、 乙の作成し た事後調査報告書等によ り 、 甲が損害の認定、 補償金

及び事後調査費用等を算出する 。  

４  算出さ れた補償金に基づき 、 乙が和解折衝を行う 。  

 

( 補償費用及び負担割合)  

第５ 条 補償金、 事後調査費用等及び負担割合については、 別途協議する 。  

 

( 連絡員の指定)  

第６ 条 甲、 乙は、 補償事務を円滑に処理する ために各々連絡員を定め、 誠意を持って 

相互に協力し あう も のと する 。  
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( 資料の作成及び提出)  

第７ 条 乙は、「 損害補償実務の手引」 及び別途配布する 「 補償に関する 提出書類の整理

方法」 に基づき 事後調査報告書等を作成する も のと する 。 なお、 令和８ 年４ 月に改正

のあった「 損害補償実務の手引」 に定める 改正後の事後調査報告書等の様式は、 令和

８ 年 10 月１ 日から 契約を締結する 工事等から 適用し 、 令和８ 年 9 月 30 日ま でに契約

を締結する 工事等にあっては、 令和６ 年４ 月改正に定める 様式によ り 作成及び提出す

る こ と ができ る も のと する 。  

２  事後調査報告書等の提出は、 紙媒体での納品と する 。 事後調査報告書等の電子フ ァ

イ ル及び写真データ については、 精査又は予備精査完了後、 別途納品する も のと す

る 。  

( 個人情報等の取扱について)  

第８ 条 乙は、 業務上知り 得た個人情報等を他に漏ら し てはなら ない。 ま た、 業務上 

取得、 作成し た文書等の情報管理を徹底し なければなら ない。  

( その他)  

第９ 条 こ の協定に定めのない事項又は協定の条項の解釈に疑義を生じ た場合は、 その 

都度、 甲、 乙が協議し て定める も のと する 。  

  

 

 こ の協定締結の証と し て、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙が記名押印の上、 各１ 通を保有す

る 。  

 

 

○○年○○月○○日 

 

 

甲 東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号 

 東京都公営企業管理者 

             下水道局長  □ □  □ □  ㊞ 

 

 

乙 ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

         代表者      □ □  □ □  ㊞ 

 

（ 注） １  甲乙の名義は起因と なった工事の契約書と 同一と する 。  

２  協定書第４ 条第１ 項の地盤の安定確認時期は、「 損害補償の処理計画書兼 

実施報告書」 の地盤安定の確認欄の記載を転記する 。  

   ３  協定書第７ 条の「 補償に関する 提出書類の整理方法」 は、 建設部掲示板から  

印刷し たも のを必ず協定書に添えて受注者に渡すこ と 。  

                                （ Ａ ４ タ テ）  
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   ○年○月○日 

下水道建設株式会社 

 

下水道工事完了後の家屋調査のお知ら せ 
 

平素より 、 下水道事業にご理解と ご協力を賜り 厚く 御礼を申し上げます。  

 東京都下水道局が発注した「 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事」 の完了に伴い、

本工事後の家屋調査を実施いたします。 お手数ですが、 別紙「 工事完了後の家屋調査意向

確認書 兼 補償請求書」 に必要事項をご記入の上、 ご回答く ださ い。  

 

記 

 

１  家屋調査と は 

工事前後の周辺家屋等の状況を記録し、 工事による影響の有無を確認するために行い

ます。 万が一損害が発生した場合、 東京都が補償判断をします。  
＊ 工事施行前の家屋調査は、  ○年○月○日から  ○年○月○日に実施済みです。  

＊ 裏面「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 も併せてご参照く ださ い。  

 

２  調査内容 

  ・ 家屋等の屋外及び屋内の状況確認（ 屋外のみ状況確認も 可）  

・ ひび割れの有無や傾き等の計測 

・ 記録のための写真撮影 等 
＊ 調査は無料です。 また、 建物を傷つけるよう な作業は一切ございません。  

＊ 調査により 取得した記録・ 情報につきましては、 適切な保護措置及び管理を徹底の上、

本調査目的以外には使用いたしません。  

 

３  調査期間 

  ○年○月中旬～  ○年○月中旬 
＊ 後日、 調査員がご都合を伺いに参り ます。 ご希望の日時をお伝えく ださ い。  

 

４  訪問する調査員について 

  下記家屋調査会社の調査員が調査に伺います。  

株式会社下水設計（ 担当者： ○○○○）  

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

＊ 訪問する調査員は、 東京都にて調査許可を受けており ます。  

        ご不安な場合は、 下記本工事の確認窓口にて照会可能です。  

 

【 発注者（ 工事の確認窓口）】  東京都下水道局△△△事務所○○課○○担当 

             電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

【 施工者（ 本チラシ発行者）】  下水道建設株式会社 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0 （ 担当者： ○○○○）  

 

（ 注）工事完了後、地盤の安定を待ち、当局職員の承認を得て、事前調査を行った全世帯へ配布する。

また、「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 [P111]を裏面（ 別紙） に印刷し、 一緒に配布する。   

                                        （ A4 タテ） 



（ 注） 契約書の発注者名を記入する 。 ○年○月○日

東京都公営企業管理者

下水道局長  〇〇 〇〇 殿 （ 注） 契約書と 同一の住所等を記入する 。

新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号

下水道建設株式会社

代表取締役社長  下水 道雄

記

1  工事件名

）

2 協議依頼内容

□ 損害あり ： 【 協議対象】 補償限度額、 事後調査費用、 負担割合

□ 全件損害なし ： 【 協議対象】 事後調査費用、 負担割合

□ 家屋調査希望なし ： 【 協議対象】 事後調査費用、 負担割合

（ 注） １  協議依頼内容欄の□にチェ ッ ク を入れる こ と 。

   ２  都と 受注者の代表者名義は起因と なった工事の契約書と 同一と する 。

 家屋調査の結果、 発生し た損害は当社施行の下水道工事と 因果関係を有している も の

と 判断し ま し たので、 認定の上、 協議願いま す。

 家屋調査の結果、 全件損害なし と なり ま し たので、 認定の上、 協議願いま す。

 物件所有者から 家屋調査の請求がなく 、 当社施行の下水道工事に起因する 損害は存在

し ないと 判断し ま し たので、 協議願いま す。

       損害認定及び補償費の負担等に

       関する 協議の依頼について

 貴局発注の下記工事を施行し 、 「 土木工事標準仕様書 第５ 章 ５ .１ .４ 事後調査」 に基づ

き 、 工事後の工事損害補償業務を行いま し たので、 下記について協議願いま す。

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

（ 分割協議回数 第一回
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○年○月○日

1  工事件名

）

2  受注者名

3  調査件数

4  添付書類等

第三者損害に関する 見解 及び 物件所有者の確認について

事後調査実施確認一覧表

工事完了後の家屋調査意向確認書 兼 補償請求書（ 写） ／経緯書

事後調査箇所案内図

地質柱状図／ボーリ ング位置図

施工説明書

損害発生家屋等における 掘削断面図

損害状況確認一覧表

家屋工作物現況図（ 事後）

工事損害写真説明表

写真帳

事後調査報告書 電子データ （ CD-R又はDVD-R）

ー

□

□ □

□ □

ー

□

□

ー

（ ※参考 ：  事前調査件数

ー

□

□

□

損害

あり

全件

損害

なし

家屋

調査

希望

なし

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ー

件 ）

第一回（ 分割協議回数

事 後 調 査 報 告 書

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

9

（ 注） ・ 「  ４  添付書類等」 の欄は、 「 損害あり 」 「 全件損害なし 」 「 家屋調査希望なし 」 の

    ケース ごと に添付書類の有無を確認し 、 □にチェ ッ ク を入れる こ と 。

   ・ 家屋調査希望なし の場合の事後調査箇所案内図は、 事前調査箇所案内図の表題を変えて

    作成する こ と 。

   ・ 「 損害発生家屋等における 掘削断面図」 は、 損害が発生し た家屋等のみ作成する こ と 。

   ・ 「 事後調査報告書データ （ CDデータ )」 は予備精査・ 精査の修正対応完了後、 別途各所に

    納品する こ と 。                            （ Ａ ４ タ テ）

＜データ 納品時チェ ッ ク 欄＞

下水道建設（ 株）

7

□

□ □ □

件事後調査件数

名称

ー

ー

□

ー

ー
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1  工事件名

）

2  第三者損害に関する 見解

3  物件所有者の確認

 本工事の影響範囲内における 物件の所有者については、 下記現場代理人が確認済です。

（ Ａ ４ タ テ）

 下水道建設株式会社

 現場代理人  甲野 太郎

（ 注） ・ 第三者損害に関する 見解は、 具体的な工事概要（ 工法、 掘削深、 水位等） 、 沈下値、

    現場状況等を 記入する こ と 。

   ・  第三者損害に関する 見解は、 工事件名ごと の損害発生起因の例示である が、 ２ つ

    以上の工事によ る 競合工事若し く は複合工事又は継続工事によ る 発生起因の

    場合は、 関連する 工事件名、 工期、 受注者名についても 付記する こ と 。

     ・  当該工事に起因する 損害に対し 、 受注者が本補修している 場合でも 、 第三者損害に

    関する 見解を 記入する こ と 。

     ・ 当該工事起因の全損害が本補修済で、 損害見積額がない場合、 見解の末尾に以下の

     よ う な文言を 記載する こ と 。

   （ 例： 「 なお、 当該損害については、 受注者本補修済。 」 ）

第三者損害に関する 見解 及び 物件所有者の確認について

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

 こ の損害は、 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事に伴う 開削工事(鋼矢板工法、 掘削

深3.98ｍ、 水位GL－0.7ｍ )施工中の湧水汲上げが原因で生じ た地盤沈下によ る も のであ

り 、 沈下は現在５ ㎜～２ ５ ㎜に達し た状態で安定していま す。

 当現場の状況は、 下町特有の軟弱地盤で湧水も 多く 、 ま た、 区画整理も 行われていない

曲がっ た道路であり 、 そこ に汚水管、 雨水管を 埋設する 施工条件の悪い場所であり ま す。

 こ の損害は、 当該工事に起因して生じ たも のと 認めら れま す。

（ 分割協議回数 第一回
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8枚

1枚

家屋

番号
物件所在地 所有者住所 所有者名 連絡先（電話） 連絡先（メール） 連絡先（担当者名等） 意向確認

家屋調査

実施
備考

1 新宿区西新宿一丁目1 番1号 同左 東京 太郎 0000-0000 ○○＠〇〇〇.jp 調査希望 ○

2 新宿区西新宿一丁目1番2号 千代田区大手町二丁目6 番2号 下水工業㈱　取締役　下水 一 0000-0000 ○○＠〇〇〇.jp 総務部総務課　□□ 調査希望 ○

3 新宿区西新宿一丁目2番1号 同左 新宿 一郎・新宿 二郎 0000-0000 調査希望 ○

4-1 新宿区西新宿一丁目2 番2号 同左 日本 太郎 0000-0000 辞退 ×

4-2 新宿区西新宿一丁目2番3号 新宿区西新宿一丁目5 番1号 日本 太郎 0000-0000 調査希望 ○

5 新宿区西新宿二丁目1番1号 同左 東京 次郎 0000-0000 経緯書のとおり ×

6 欠番 第二回提出予定

7-1 新宿区西新宿二丁目2番1号 同左 多摩 一男 0000-0000 ○○＠〇〇〇.jp 調査希望 ○

7-2 新宿区西新宿二丁目2番1号 新宿区西新宿二丁目3番1号 多摩 次男 0000-0000 調査希望 ○

8 新宿区西新宿二丁目2番2号
新宿区西新宿二丁目2番2号

101号室
△△管理組合　理事長〇〇 〇〇 0000-0000 調査希望 ○

（注）１　マンションの管理組合については、理事長名を記載すること。

　　　２　所有者名は、「工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」の本人直筆書類で必ず確認すること。略字等は不可。

　　　３　所有者が複数の場合、全員の氏名・住所・電話番号を記入する。全員フルネームを記載すること。（苗字が同一でも省略しないこと。）

　　　　　住所が同一であれば、「所有者名」に全員の名前を記載の上、一行で記入すること。

　　　４　記載できないほど多数の所有者がいる場合は、全所有者の住所・氏名記載した別紙を添付の上、「所有者住所」「所有者名」の欄に「別紙参照」と記載する。

　　　　　ただし、委任状等により代表者が決まっている場合は、委任状の写しを添付の上、代表者の住所氏名等のみを記載することができる。

　　　　　なお、備考欄に「委任状あり」とコメントを付すこと。

　　　５　不動産業者や管理会社等が代理で調査立会等をする場合は、所有者名を明記した上で、その下に（代理）として不動産会社等の社名代表者名等を記載すること。

　　　６　「意向確認」項目は、所有者から提出された「工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」[P63]の家屋等の調査希望に従い、調査希望又は辞退と記入する。

　　　７　所有者から「工事完了後の家屋調査意向確認書兼補償請求書」の回収を断られた場合は、経緯書[P64]と同等内容の書面を添付の上、経緯書のとおりと記入する。

　　　８　分割処理で本報告書とは別に報告する物件がある場合は、欠番扱いとして備考欄に「第一回提出済」「第二回提出予定」等を記載。

　　　９　同一敷地内の複数物件、同一建物の複数所有者等の場合は、枝番処理をする。枝番の処理方法については、（手引：P26～27）参照。

（Ａ３ヨコ）

事 後 調 査 実 施 確 認 一 覧 表 9枚添付書類枚数
意向確認書兼補償請求書

経緯書
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※「 □」 に✔を 入れ、 必要事項についてご記入く ださ い。

下水道建設株式会社 殿

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事に伴う 、 工事完了後の家屋調査の実施に
ついて、

☑ 家屋等の調査を 希望し ま す。
調査の結果、 工事損害があった場合には補償を 請求し ま す。

□ 家屋等の調査は辞退し ま す。
今後、 東京都下水道局に対し て、 家屋等調査の実施を 希望し なかった
箇所の家屋等損害に関する 異議の申し 立てはいたし ま せん。

（ ＊： 必須記入項目）

※調査を 希望する 方は以下の欄についても ご記入く ださ い。 （ 複数回答可）

＜注意事項＞こ ちら の書類は、 必ず家屋等の所有者の方がご記入く ださ い。
（ 注） 複数の所有者がいる 場合、 同一住所であれば２ 人目以降の住所・ 電話番号は省略可と する 。
   それ以外は全員の氏名・ 住所・ 電話番号が確認でき る よ う にする こ と 。 （ 別紙等添付可）

（ Ａ ４ タ テ）

家屋番号

工事完了後の家屋調査意向確認書 兼 補償請求書

○年　 ○月　 ○日

＊
家屋等
所在地

新宿区西新宿一丁目1  番1 号

家屋等
所有者

＊ 住所

＊ 氏名

＊ 電話

メ ール
アド レ ス

調査
希望箇所

希望する
連絡方法

連絡の
つき やすい

時間帯

午前中 昼

直接訪問☑ □ 電話

午後 夕方

家屋等の
屋内全体

家屋等の
屋内一部□ ☑ ☑

家屋等の屋外
（ 外壁、 土間・ 塀・ 門扉等）

□ メ ール

＜申出事項等＞

夜
(1 8 時～2 1 時)

□

新宿区西新宿一丁目1  番1 号

東京 太郎

0 0 0 0 -0 0 0 0

○○＠〇〇〇.jp

□ □ ☑ ☑

(1 0 ～1 2 時) (1 2 ～1 3 時) (1 3 ～1 6 時) (1 6 ～1 8 時)
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（ Ａ ４ タ テ）

（ 注） 1 「 工事完了後の家屋調査意向確認書 兼 補償請求書」 が提出さ れず、 家屋調査を

     実施し なかった場合は工事完了後の対応を記入し 、 経緯書を作成する こ と 。

           2 経緯書については当様式に限ら ないが、 当書式と 同等の項目は記入する こ と 。

(                           )
□対面

□電話

□書面

□メ ール

□その他

（    ）

□所有者

□親族等同居人

□使用人

□その他

(                          )
□対面

□電話

□書面

□メ ール

□その他

（    ）

□所有者

□親族等同居人

□使用人

□その他

○年

〇月〇日

00:00~ 00:00

(   東京 次郎    )
☑対面

□電話

□書面

□メ ール

□その他

（    ）

訪問し 、 再度「 工事完了後の家屋

調査意向確認書 兼 補償請求書」

について署名を お願いし たが、 前

回同様書類には署名し たく ないと

の返答。

○○(株)

△△

☑所有者

□親族等同居人

□使用人

□その他

○年

〇月〇日

00:00~ 00:00

(   東京 次郎    )
☑対面

□電話

□書面

□メ ール

□その他

（    ）

訪問し 、 「 工事完了後の家屋調査

意向確認書 兼 補償請求書」 につ

いて説明。 調査は必要ない、 書類

に署名し たく ないと の返答。

○○(株)

△△

☑所有者

□親族等同居人

□使用人

□その他

○年

〇月〇日

00:00~ 00:00

(   東京 次郎    )
☑対面

□電話

□書面

□メ ール

□その他

（    ）

訪問する も 不在。 書類一式を 投函。

○○(株)

△△

☑所有者

□親族等同居人

□使用人

□その他

記入者名

東京 次郎

経 緯 書

工事件名 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

家屋番号 5
物件

所在地
新宿区西新宿二丁目1番1号

所有者名

日時 所有者等氏名 連絡方法 対応内容

- 64 -



工事件名

）

（ 注） １  原則Ａ ４ タ テと し 、 Ａ ３ ヨ コ も 可

   ２  案内図には、 工事施工路線等（ 立抗、 人孔箇所等も ） を記載する 。

     ま た、 開削、 シールド 、 推進、 非開削等が混在する 場合は色分けし 、 凡例を記載する 。

   ３  図面内に町名及び街区符号を 記載する こ と 。

事後調査損害あり

（ 受注者本補修済）

人孔撤去・ 新設

立坑

事前調査のみ

事後調査損害なし

事後調査損害あり

既設活用

開削工法

推進工法

内面被覆工法

既設人孔

事 後 調 査 箇 所 案 内 図

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

（ 分割協議回数 第一回

広域図表記

新 宿 区

西 新 宿 二 丁 目

５

4

|

1

3

8

2

7

１

２ ３

１ 2 3

西 新 宿 一 丁 目

4

|

2

1

6
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 （ 例１ （ 開削工法） ）

工事件名

）

路線・ 人孔名 （ ）

（ Ａ ４ タ テ）

施 工 説 明 書

A路線

＜ 掘 削 断 面 概 略 図 ＞

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

（ 分割協議回数 第一回

 管渠（ 内径４ ５ ０ ㎜） 埋設の工法は、 下図に示すと おり 開削によ る も のである 。

 山留工法と しては、 軽量鋼矢板（ 長 さ ３ .０ ｍ） を 用い油圧式杭圧入引抜機にて打ち込

み、 引き 抜き を 行った。

 掘削は、 バッ ク ホーを 主に使用し た。

 埋め戻し は、 下記の管渠敷設後、 全断面について砂埋め、 締固めを 行い、 その後矢板材

を 慎重に引抜いた。

 施工延長 を ２ ０ ｍ毎に区切って施工し 、 逐次工事を 進めた。

（ 例）

45°、 50°、 55°、 60°など

官民境界

450㎜

1.20ｍ

砂基礎・

①
②

③
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     対して施工説明書を 作成する こ と 。

     ただし 、 内面被覆工法や掘削を 伴わない改造人孔は、 作成を 不要と する 。

   ２  掘削断面概略図は、 掘削深さ ができ る 限り 深い、 代表的な調査物件と の位置を 図示

    する こ と 。 ま た、 ①官民境界ま での距離、 ②側線から の距離、 ➂掘削深の位置を

    図内に表示さ せる こ と 。

   ３  掘削断面概略図に表示する 建物は、 下水道管の下流に向かって表示する 。 （ 右、 左）

   ４  掘削断面概略図には、 掘削床付け位置から 影響線を 表示し 、 その影響角度を 記入する 。

    （ 例： ４ ５ °、 ５ ０ °、 ５ ５ °、 ６ ０ °など ）

    5 基礎のない場合の記載例

（ 注） １  工事後の家屋調査を 実施し た家屋等が影響範囲に存在する 施工し た全路線、 人孔等に

450㎜
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 （ 例２ （ 推進工法・ シールド 工法） ）

工事件名

）

路線・ 人孔名 （ ）

（ Ａ ４ タ テ）

 管渠（ 内径８ ０ ０ ㎜） 埋設の工法は、 下図に示すと おり 推進工法（ シールド 工法） によ

る も のである 。

＜ 掘 削 断 面 概 略 図 ＞

施 工 説 明 書

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

（ 分割協議回数 第一回

B路線

（ 例）

45°、 50°、 55°、 60°など

①

②

③

800㎜

0.95ｍ

官民境界
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     対して施工説明書を 作成する こ と 。

   ２  掘削断面概略図は、 掘削深さ ができ る 限り 深い、 代表的な調査物件と の位置を 図示

    する こ と 。 ま た、 ①官民境界ま での距離、 ②側線から の距離、 ➂掘削深の位置を

    図内に表示さ せる こ と 。 なお、 ➁は掘進機外径が対象物件に最も 近い位置から

    官民境界ま での距離と する 。

   ３  断面概略図に表示する 建物は、 下水道管の下流に向かって表示する 。 （ 右、 左）

   ４  掘削断面概略図には、 掘進機位置から 影響線を 表示し 、 その影響角度を 記入する 。

    （ 例： ４ ５ °、 ５ ０ °、 ５ ５ °、 ６ ０ °など ）

（ 注） １  工事後の家屋調査を 実施し た家屋等が影響範囲に存在する 施工し た全路線、 人孔等に
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路線・ 人孔名 （ ）

路線・ 人孔名 （ ）

（ Ａ ４ タ テ）

損害発生家屋等における 掘削断面図 

A路線

家屋番号 1

B路線

45°

官民境界

450㎜

1.20ｍ

砂基礎

0.5m
1.0ｍ

3
.0

ｍ

No.1

45°

1.0ｍ

1.25m

800㎜

0.95ｍ

No.1

2
.5

ｍ
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     作成すること。ただし、内面被覆工法や掘削を伴わない改造人孔は、作成を
    不要とする。
   ２ 調査対象物件の図に、事後調査実施確認一覧表の家屋番号を記載する。
     ３ 断面図に表示する建物は、下水道管の下流に向かって表示する。（右、左）
         外構（門・柵・塀）がある場合は、その位置も記載する。
   ４ 調査対象物件の配置に沿った図にすること（同じ図を使用し、数値等だけを
    変更しないこと）。
    開削工事における掘削深さ・掘削幅・官民境界までの距離、シールド工事
    または推進工事における埋設深さ・掘進機外径・官民境界までの距離は縮尺を
    整合させること。
   ５ シールド工事または推進工事の場合は、掘進機外径が対象物件に最も近い
    位置から官民境界までの距離を記載する。
   ６ 工事側線側に他の物件がある場合は、工事側線から対象物件までの距離を
     明記すること。
   7 掘削断面図には、影響線※を表示し、その影響角度を記入する。
    （例：４５°、５０°、５５°、６０°など）
    ※ 開削工法：：掘削床付け位置からの影響線
      シールド工事または推進工事 ：掘進機位置からの影響線
     8 基礎のない場合の記載例

   ２損害発生物件に近接する 施工した全路線、全人孔等に 対して掘削断面図を
（注）１  損害が発生した全物件について、工事と調査物件との位置を明示する。

450㎜
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レコード
の開始行

工事番号
分割協
議回数

家屋番号 物件所在地 構造 基礎 用途 建築年月日
増改築
有無

調査床面積
（㎡）

損害の概要
損害見積額
（円）

修復対象物
休業・移
転日数
（日）

備考
路線・人孔

名

官民境界ま
での距離①
（ｍ）

側線からの
距離②
（ｍ）

掘削深③
（ｍ）

地質
沈下最大
（ｍｍ）

* 0414-6123 第一回 1
新宿区西新宿一

丁目1 番1号
木造二階建 布基礎 住宅 昭和○年○月○日 × 61.51

土間破損、基礎
クラック等

300,000 建物 A路線 0.50 1.00 3.00 細砂 0

B路線 1.00 1.25 2.50 ｼﾙﾄ 0

C人孔 1.50 1.00 2.45 ｼﾙﾄ 0

* 0414-6123 第一回 2
新宿区西新宿一

丁目1番2号
S造２階建 杭基礎 事務所 平成○年○月○日 × 100.10

外壁亀裂、土間
破損

200,000 工作物 A路線 0.50 1.00 3.10 細砂 0

D人孔 1.40 1.30 3.20 細砂 0

* 0414-6123 第一回 3
新宿区西新宿一

丁目2番1号
木造２階建 ベタ基礎 住宅 昭和○年○月○日 ○ 150.00 本補修済 0 E路線 0.70 1.85 2.50 ｼﾙﾄ 0

* 0414-6123 第一回 4-2
新宿区西新宿一

丁目2番3号
木造平屋 ベタ基礎 住宅 昭和○年○月○日 × 0.00 タイル破損 80,000 工作物 E路線 0.80 1.85 2.60 ｼﾙﾄ 0

F人孔 0.50 1.00 3.50 細砂 0

* 0414-6123 第一回 7-1
新宿区西新宿二

丁目2番1号
S造３階建 杭基礎 住宅 昭和○年○月○日 ○ 0.00 損害なし 0 A路線 0.50 1.50 3.20 細砂 0

D人孔 2.00 1.80 3.20 細砂 0

* 0414-6123 第一回 7-2
新宿区西新宿二

丁目2番1号
S造３階建 杭基礎 店舗 昭和○年○月○日 × 55.00 建具開閉不良 100,000 内装 A路線 0.50 1.50 3.20 細砂 0

D人孔 2.00 1.80 3.20 細砂 0

* 0414-6123 第一回 8
新宿区西新宿二

丁目2番2号
RC造３階建 杭基礎 共同住宅 平成○年○月○日 × 0.00 損害なし 0 E路線 0.50 1.00 2.40 ｼﾙﾄ 0

（注）１  損害状況確認一覧表は、家屋等の事後調査を実施した物件について記載すること。
   ２  表題「損害状況確認一覧表」は、セルに直接入力せず、テキストボックスで表記すること。また、各セル内の文字は改行をしないこと。折り返して全体を表示すること。
   ３ 家屋等に複数の路線や人孔が接する場合は、行を追加し「路線・人孔名」〜「沈下最大（㎜）」までの項目に必要な情報を入力する。（内面被覆工法や掘削を伴わない改造人孔については入力不要。）
     なお、追加した行において「レコードの開始行」〜「備考」までの欄は空欄とする。（ セル結合不可。家屋番号等の物件情報を記入している行の内容をコピーして貼り付けない。）
   ４ 以下の内容に注意して各項目を記入する。
     「レコードの開始行」    ：家屋番号等の物件情報をを記入する行に「＊（半角アスタリスク）」を記入する。
     「用途」          ：住宅、店舗、店舗併用住宅、共同住宅等、端的な単語で記入する。
     「損害の概要」       ：受注者の本補修により損害見積額が発生しない場合、「本補修済」と記入する。
     「損害見積額」       ：損害なしの場合は、損害見積額は０（ゼロ）と表記する。
     「修復対象物」       ：「建物・建物(揚屋)・工作物・内装・墓石」のいずれかを記入する。（手引：P32）参照。ただし、本補修済の損害については記入しない。
     「休業・移転日数」   ：休業又は移転が発生する場合、その日数を記載する。（必要に応じ、引越し等の準備期間を含んだ日数とすることができる。）工程表についても添付すること。
     「備考」        ：全体・部分揚屋工法で算定している場合や、複合処理・競合処理の場合等にその旨記入する。
     「官民境界までの距離①」：施工説明書で図示した位置について、家屋等ごとに数値を記入する。
     「側線からの距離➁」  ：同上
     「掘削深➂」      ：同上
     「地質」        ：開削工事の場合は掘削床付の地質を記入する。（立杭工事含む）シールド・推進工事の場合は、掘削部分の地質を記入する。 （Ａ３ヨコ）

損 害 状 況 確 認 一 覧 表
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A路 線 （ 開 削 工 法 ）

7
9
9

64

65

66

1, 720

62

63

洋 間

61

2, 700

60

所 有 者 の 意 向 に よ り 内 部 未 調 査

47

46

45

Ｌ Ｄ Ｋ

55
4142

26

57 4058 39
56

59 29
43

EV

廊下ト イ レ

1

4

一 階 平 面 図 　 S=1/100

5 7 86
3

24 20 2225 219

21

5150 49
18

52 17
53 23

4427 54

38

35

9

15

28 30 3433 3731 32

161113 10
1412

9, 100

和室

B
路

線
（

推
進

工
法

）

二 階 平 面 図 　 S=1/100

36

1, 8007, 300

6
,3

5
0

3,
67

5
2
,
67

5

3
,6

7
5

生 垣

48

洗 面 所浴 室

玄
関

（ 内 面 被 覆 工 法 ）

C人 孔

建具開閉不良

65

F

A

※

66

測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値 測定値 補正値 相対値

A 0 925 0 768 0 0 A 0 930 0 780 0

B 0 927 -2 774 -6 -8 B 0 931 -1 762 -2

C -30 960 930 -5 810 780 -12 -12 C 0 940 -10 782 -22

D -30 975 945 -20 838 808 -40 -40 D 0 941 -11 780 -20

E 0 940 -16 798 -30 -30

F -30 984 954 -29 877 847 -79 -79

G -30 980 950 -25 867 837 -69 -69

二階

測定箇所 段差
事前 事後

一階

差

レベル測定表（ 単位： mm）

測定箇所 段差
事前 事後

土間破損　 発生

基礎ク ラ ッ ク 拡大

CB塀目地切れ発生

B

C

DE

G

A

B

CD

64

土間目地切れ発生

図示以外の階における 事前・ 事後調査は、 所有者の意向によ り 内部未調査

家　 屋　 工　 作　 物　 現　 況　 図　 （ 　 事　 後　 ）

（ A3ヨ コ ）

（ 注） ・ 家屋内部を すべて調査し た（ 内部未調査箇所がない） 場合を 除き 、 EV（ ※部分） は調査床面積に計上し ない。
　 　 　 ・ 受注者本補修済の損害内容について記載する 場合は、 黒字と する こ と 。 （ 例： 土間破損（ 受注者本補修済） 等）
　 　 　 ・ 工事側線位置と 物件ま での距離は、 １ 階部分に必ず記載する 。 ２ 階以上の図については、 １ 階部分よ り も 工事側線に近づく 場合にのみ記載する 。
　 　 　 ・ 複数階のある 物件で、 所有者の意向によ る 未調査のために図面表記ができ ない階がある 場合は、 「 図示以外の階における 事前・ 事後調査は、 所有者の意向によ り 内部未調査」 と 記載する 。

家屋番号 所有者氏名

1 東京 太郎

4
12

1

69

2

4
5

7

3 7

5

面積計算

1F

1.8×3.675＝6.6150

7.3×6.350＝46.3550

▲1.72×0.799＝1.3742

6.615+ 46.3550-1.3742

＝51.5958

（ 小計51.59）

2F

2.7×3.675＝9.9225

（ 小計9.92）

合計 61.51㎡

（ 注） 建物内で調査し た箇所について、 建物調査床面積の
　 　 　 計算を 行う こ と 。

（ 注） レ ベル測定表は、 別紙添付でも 可と する 。

凡例

     事前調査のみ撮影

     事後調査のみ撮影

     事前・ 事後調査共に撮影

     事前・ 事後調査共に撮影（ 工事損害撮影箇所）

00

00

00

00

－ 74～75 －

00

・複数階のある物件で、所有者の意向による未調査のために図面表記ができない階がある場合は、「図示以外の階における事前・事後調査は、所有者の意向により内部未調査」と記載する。



工事前 調査年月日 年  月  日

工事後 調査年月日 年  月  日

（ 注） 【 立会者】

   ・ 所有者に立ち会っても ら えない場合は、 所有者名及び「 了承済み」 と 記載する 。

   ・ 所有者以外が立ち会った場合、 立会者氏名及び所有者と の関係を記載する 。

   ・ 法人等の所有物件の場合、 立会者の所属（ 課、 係） 及び立会者氏名を 記載する 。

   ・ 不動産業者や管理会社等の場合、 会社名及び立会者氏名を 記載する 。

   【 写真番号・ 撮影箇所・ 受注者によ る 本補修時記入欄】

   ・ 当該工事起因と なる 工事損害が撮影さ れている 箇所のみ記載する こ と 。

   ・ 工事損害を 受注者が本補修し た場合、 本補修の内容、 所有者の承諾有無を

    記入する こ と 。 （ 仮補修の場合は記入し ない。 ）

   ・ 工事損害が発生していない場合、 「 工事損害なし 」 と 記載する こ と 。 （ Ａ ４ タ テ）

所有者名

昭和○年○月○日

東京 春子（ 妻）

8 土間破損

東京 太郎

〇〇〇 △△△

〇〇〇 △△△

損害の概要
土間破損、

基礎ク ラ ッ ク 等建築年月日

木造二階建

調

査

員

事前
立

会

者

事前 東京 太郎（ 了承済み）

事後 事後

写真

番号
撮影箇所

受注者によ る 本補修時記入欄

本補修の内容
所有者

承諾有無
備考

工 事 損 害 写 真 説 明 表

家屋番号

構 造

用 途 住宅

新宿区西新宿一丁目1 番1号
物件

所在地
1

23 【 本補修前】 土間目地切れ（ 拡大）

21 【 本補修前】 土間目地切れ

65 CB塀目地切れ

27 基礎ク ラ ッ ク 拡大

【 本補修中】 土間目地切れ

64 CB塀目地切れ

69 【 本補修中】 土間目地切れ 土間目地隙間補修 有 承諾書類あり

68
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事後写真 事前写真

（注）１ 原則として事後調査写真には、対応する事前調査写真を添える。事後及び事前写真は、見開きで対照できるように製本する。
２ 損害の発生、拡大は、赤で表記する。また、計測の単位は幅についてはミリメートル、⾧さについてはセンチメートルとする。
３ 写真撮影時等の注意事項（手引P30）の記載内容に沿って写真を整理をすること。 （Ａ３ヨコ）

3

土間 隙間

W=1㎜ L=30cm

事前調査写真

1

全景

事前調査写真

2

CB塀 現況

事後調査写真

CB塀 現況

変化なし

事前調査写真

全景

1

2

3

土間隙間

拡大

W=5㎜ L=310cm

（申出）

写  真  帳

1家屋番号

事後調査写真

事後調査写真
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○年○月○日

1  工事件名

）

2  受注者名

3  損害発生件数、 損害見積額 総計

4  添付書類等

事後調査実施確認一覧表

損害状況確認一覧表

事後調査箇所案内図

損害調書

工事内訳書

修理図面

その他関係書類

損害調査報告書 電子データ （ CD-R又はDVD-R）

（ 注） ・ 損害調査報告書は、 損害が発生し た案件が含ま れる 工事のみ作成する こ と 。

（ Ａ ４ タ テ）

損 害 調 査 報 告 書

下水道建設（ 株）

0414-6123

新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

（ 分割協議回数 第一回

備考

4 損害見積額 総計

名称

損害発生件数 件 680,000 円

・ 「 損害調査報告書 電子データ 」 は予備精査・ 精査の修正対応完了後、 別途

  各所に納品する こ と 。

・ 提出書類について「  ４  添付書類等」 の欄の□にチェ ッ ク を入れる こ と 。

＜データ 納品時チェ ッ ク 欄＞

□

□

□

□

□

□

□

□

事後調査報告書と 同じ 書類を添付

損害発生案件のみ作成
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工事前 調査年月日 年  月  日

工事後 調査年月日 年  月  日

（ 注）  複合・ 競合処理し た物件は、 備考欄に関係工事の件名、 受注者名、 調査会社名を

   記入する 。 （ Ａ ４ タ テ）

家屋番号

所有者名

工        種 単 位 数 量 金    額（ 円）

○○○○○○○○ 式 1 00,000

東京 太郎

1
物件

所在地
新宿区西新宿一丁目1 番1号

備     考

○○○○○○○ 式 1 0,000,000

○○○○○○○ 式 1 0,000,000

○○○○○○ 式 1 000,000

○○○○○ 式 1 0,000

損 害 調 書

【 備考欄】

合        計
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（     頁）

（ 注） 数量計算書を 添付する 。

 （ Ａ ４ タ テ）

単価（ 円） 金額（ 円） 備考

工 事 内 訳 書

名    称 形   状 単位 数   量

○○○○○○○ ○○○○ ○ ○○ ○

000 0,000

000 0,000

○○○○○ ○○○○○ ○ ○○ ○

000 00,000○○○○○ ○○○○○ ○ ○○ ○
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7
9
9

1, 720

洋 間

2, 700

所有 者 の 意 向 に よ り 内 部 未 調 査

Ｌ Ｄ Ｋ

EV

廊下ト イ レ

A路 線 （ 開 削 工 法 ）

一 階 平 面 図 　 S=1/100

9, 100

和室

B
路

線
（

推
進

工
法

）

二 階 平 面 図 　 S=1/100

1, 8007, 300

6
,3

5
0

3,
67

5
2
,
67

5

3
,6

7
5

生 垣

浴 室

玄
関

洗 面 所

（ 内 面 被 覆 工 法 ）

C人 孔

0
,
7
0
0

1, 000

養生、 整理・ 清掃・ 片付

土間コ ン ク リ ート 叩き ・ 厚90m m ・ 無筋

床・ モ ル タ ル 塗・ 厚30m m

土間コ ン ク リ ート ク ラ ッ ク 補修・ コ ン ク リ ート 仕上げ

凡例

土間コ ン ク リ ート ク ラ ッ ク 補修・ コ ン ク リ ート 仕上げ

L=3. 1m

基礎ク ラ ッ ク 補修

L=0. 7ｍ

木製建具調整 片開き 戸
        180×80cm程度

1ヶ 所

目地切れ補修　 組積・ 石積用

L=0. 3ｍ

2, 100

3
,
1
0
0

1
,
0
0
0

1, 000

1, 000

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

0, 900

2
,
00

0

修　 理　 図　 面

（ A3ヨ コ ）

家屋番号 所有者氏名

1 東京 太郎

図示以外の階における 事前・ 事後調査は、 所有者の意向によ り 内部未調査
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第三者損害に対する 補償費負担等 

に関する 協議書（ 第〇回）  
 

  

東京都（ 以下「 甲」 と いう 。） と 下水道建設株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 乙が

施行し た  〇年度、 〇〇〇〇第〇〇〇〇号 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

に（ 以下「 本工事」 と いう 。） に関する 第三者の所有物件等に係る 損害について、 その補

償の実施方法及びこ れに要する 費用の負担等に関し 、 下記のと おり 協議し 承諾し たの

で、 協議書を 取り 交わす。  

記 

 

第１ 条（ 協議の目的）  

本協議書は、 次に掲げる 事項について、 甲乙間の負担割合及び精算方法を 定める と と

も に、 第三者損害に対する 補償の実施及びそれに付随する 事務処理を 円滑に行う こ と を

目的と する 。  

１  事後調査費用等 

２  第三者損害に対する 補償金その他こ れら に付随し て発生する 費用 

 

第２ 条（ 補償の実施及び住民説明）  

１  第三者損害に対する 補償は、 乙が誠意をも っ てこ れに当たり 、 迅速かつ適切に処

理する も のと する 。  

２  乙は、 別紙明細書に記載の補償限度額の範囲内において第三者と の和解等を 行う

も のと する 。  

３  損害が発生し なかっ た家屋等の所有者には、 乙は誠意を も っ て説明し 、 理解を 得

る も のと する 。  

 

第３ 条（ 費用及び負担割合）  

１  第 1 条第 1 項の費用は、 別紙明細書のと おり と する 。  

２  第 1 条第 2 項の費用は、第三者と の和解等のために乙が支払った補償金及び口座振

込手数料と する 。  

３  前二項は、 別紙明細書に定める 負担割合によ り 、 甲乙がこ れを負担する 。  

４  分割協議によ り 前項の負担割合を 確定する こ と ができ ない場合は、本工事における

次回以降の協議時に負担割合を 取り 決める も のと する 。  

 

第４ 条（ 費用の請求及び精算）  

１  乙は、 第２ 条によ り 和解等を 行い、 所定の様式によ り 、 事後調査費用等、 支払っ た 

補償金及び口座振込手数料について、 甲の負担額を 請求する も のと する 。  

なお、 請求書には、 支払った補償金及び口座振込手数料の証拠書類を 添付する も の

と する 。  

２  甲は、 前項によ る 請求を 受けたと き は、 その日から 起算し て 30 日以内に当該負担

額を支払わなければなら ない。  
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第５ 条（ 協議事項の変更）  

本協議書に定めのない事項又は変更すべき 特段の事由が生じ た場合は、 甲乙協議の

上、 定める も のと する 。  

 

 

（ 作成）  

本書２ 通を 作成し 、 甲乙記名押印の上、 各１ 通を 保有する 。  

 

 

○年〇月〇日 

             東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号 

甲      東京都公営企業管理者 

                   下水道局長  〇〇 〇〇  ㊞ 

                 

                 東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

          乙      下水道建設株式会社 

                   代表取締役社長 下水 道雄 ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注）・ 都と 受注者の代表者名義は起因と なっ た工事の契約書と 同一と する 。  

・ 分割協議でない場合は、 第３ 条第４ 項を削る 。  

・ 分割協議時は、 本協議書の表題の末尾に分割回数「 第〇回」 を記載する 。  

・ 分割協議第２ 回以降に負担割合が確定し た場合は、 第３ 条第４ 項を 次の文言に改

める 。「 〇年〇月〇日付協議書第３ 条第４ 項で次回以降に取り 決める と し た負担

割合については、 本協議書別紙明細書のと おり と する 。  

 

（ Ａ ４ タ テ）  



新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事

( 分割協議回数 第一回 )

損害あり ： 5 件

損害なし ： 10 件

東京都： 80 ％ 受注者： 20 ％

円

（ ４ ） 第三者損害に対する 補償金の補償限度額
※補償限度額は、 消費税及び地方消費税相当額を含む。

補償限度額

円

1 新宿区西新宿一丁目1番1号 東京 太郎 建物 000, 000

2 新宿区西新宿一丁目1番2号
下水工業㈱　 取締役

下水 一
建物（ 揚屋） 0, 000, 000

4-2 新宿区西新宿一丁目2番3号 日本 太郎 工作物 000, 000

7-2 新宿区西新宿二丁目2番1号 多摩 次男 内装 000, 000

8 新宿区西新宿二丁目2番2号
△△管理組合　 理事長

〇〇 〇〇
建物 000, 000

（ Ａ ４ タ テ）

（ 注） 　 １ . 　 分割協議につき 、 （ ２ ） の負担割合が未確定の場合は、 東京都負担割合記入欄に「 未定」 を 入力する 。
    　 　 ２ . 　 全件損害なし 又は家屋調査希望者不在のため事後調査を 実施し なかっ た場合は、
　 　 　 　  　 　 東京都負担割合を 「 100%」 と する 。
　 　 　 　 ３ . 　 （ ４ ） には、 損害あり 物件のみ記載する 。
　 　 　 　 　 　 （ 各所の判断によ り 、 損害なし 案件についても 必要に応じ て記載し て構わない。 ）
　  　    ４ . 　 （ ４ ） の物件所在地及び所有者名について、 「 損害調書」 と 記載内容が同一か確認する 。

新宿区西新宿二丁目3番1号

新宿区西新宿二丁目2番2号101号室

15

（ ２ ） 負担割合

工事件名

0, 000, 000

所有者住所

同左

千代田区大手町二丁目6 番2号

新宿区西新宿一丁目5 番1号

協　 議　 書　 別　 紙　 明　 細　 書

家屋
番号

所有者名 損害物件
（ 修復対象物）

備考

件

物件所在地

　 ※工事完了後の家屋調査を希望する 者がおら ず、
　 　 調査を 実施し なかった場合は、 「 工事完了後の
　 　 家屋調査意向確認書兼補償請求書」 の配布回収
　 　 作業費のみ含む。

（ ３ ） 事後調査費用等

（ １ ） 工事後の家屋調査件数
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（ 補償２ 号－１ 様式）
 No.  000000

和解承諾書及び補償金請求書

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

金　 額

補償対象者用・ １ 枚目

（必ず、保管しておいてください。）

（ 口座振込みによ る 支払用）

受注者用 東京都下水道局提出用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を添

付し てく ださ い。

東京都の発注し た下水道工事に起因する 、 下記物件に対する 損害補償については、

頭書の金額をも って和解する こ と を承諾し 、 頭書の金額を請求し ま す。

なお、 本件については、 貴社及び東京都に対し て、 今後、 一切異議を申し ま せん。

※ こ の和解承諾書及び補償金請求書は、 補償対象者用（ １ 枚目） 、 受注者用（ ２ 枚目） 、 東京都

下水道局提出用（ ３ 枚目） の３ 枚綴り の複写式になっていま す。

なお、 １ 枚目の補償対象者用は、 記入・ 押印後、 必ず取って保管し ておいてく ださ い。 ま た、

割印も 必ず行ってく ださ い。 割印の無いも のは、 無効です。 ２ 枚目及び３ 枚目は、 受注者にお渡

し く ださ い。

割印 割印
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（ 補償２ 号－２ 様式）

 No.  000000

和解承諾書及び補償金請求書

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

受 注 者 用 ・ ２ 枚 目

（ 口座振込みによ る 支払用）

金　 額

補償対象者用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を添

付し てく ださ い。

東京都の発注した下水道工事に起因する、下記物件に対する損害補償については、

頭書の金額をもって和解することを承諾し、頭書の金額を請求します。

なお、本件については、貴社及び東京都に対して、今後、一切異議を申しません。

割印
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（ 補償２ 号－３ 様式）

 No.  000000

和解承諾書及び補償金請求書
（ 口座振込みによ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

東京都下水道局提出用・ ３ 枚目

金　 額

償務担当者
確　 認　 印

補償対象者用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ

い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を

東京都の発注した下水道工事に起因する、下記物件に対する損害補償については、

頭書の金額をもって和解することを承諾し、頭書の金額を請求します。

なお、本件については、貴社及び東京都に対して、今後、一切異議を申しません。

割印
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（ 補償４ 号様式）  

 

口座振込依頼書 

○年○月○日 

下水道建設株式会社 殿 

 

新宿区西新宿一丁目１ 番１ 号   

東京 太郎  ㊞  

 

 私が、 下水道建設株式会社から 受領する 補償金は、 下記のと おり 私の預金口座へ振込み

し てく ださ い。  

  

振込先銀行 新 宿 

銀 行  

      西新宿  支店 

金 庫   

金 額 

 千 百 十 万 千 百 十 円  

 

￥ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

預金の種類 普通  当座 
口座 

番号 
000000000 

フ リ ガ ナ  ト ウ キョ ウ  タ ロ ウ  

 

口 座 名 義  東京 太郎 
電話 （ 0000） 0000 

 

（ 注）  

 １  必ず、 フリ ガナを記入し てく ださ い。  

  ２  必ず、 ボールペンで記入し てく ださ い。  

 ３  住所、 氏名、 印鑑は、「 和解承諾書及び補償金請求書」 と 同一にし てく ださ い。  

 

 

（ Ａ ４ タ テ）  



（ 補償３ 号の１ －１ 様式）
 No.  000000

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

補 償 対 象 者 用 ・ １ 枚 目

金　 額

（必ず、保管しておいてください。）

和解承諾書及び補償金請求書
（ 現金によ る 支払用）

受注者用 東京都下水道局提出用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を添

付し てく ださ い。

東京都の発注し た下水道工事に起因する 、 下記物件に対する 損害補償については、

頭書の金額をも って和解する こ と を承諾し 、 頭書の金額を請求し ま す。

なお、 本件については、 貴社及び東京都に対し て、 今後、 一切異議を申し ま せん。

※ こ の和解承諾書及び補償金請求書は、 補償対象者用（ １ 枚目） 、 受注者用（ ２ 枚目） 、 東京都

下水道局提出用（ ３ 枚目） の３ 枚綴り の複写式になっていま す。

なお、 １ 枚目の補償対象者用は、 記入・ 押印後、 必ず取って保管し ておいてく ださ い。 ま た、

割印も 必ず行ってく ださ い。 割印の無いも のは、 無効です。 ２ 枚目及び３ 枚目は、 受注者にお渡

し く ださ い。

割印 割印
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（ 補償３ 号の１ －２ 様式）

 No.  000000

和解承諾書及び補償金請求書
（ 現金によ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

受 注 者 用 ・ ２ 枚 目

金　 額

補償対象者用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を添

付し てく ださ い。

東京都の発注し た下水道工事に起因する 、 下記物件に対する 損害補償については、

頭書の金額をも って和解する こ と を承諾し 、 頭書の金額を請求し ま す。

なお、 本件については、 貴社及び東京都に対し て、 今後、 一切異議を申し ま せん。

割印
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（ 補償３ 号の１ －３ 様式）

 No.  000000

和解承諾書及び補償金請求書
（ 現金によ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

記

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

金　 額

償務担当者
確　 認　 印

東京都下水道局提出用・ ３ 枚目

補償対象者用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 上記金額が１ ０ 万円以上の場合には、 印鑑登録証明書を添

付し てく ださ い。

東京都の発注し た下水道工事に起因する 、 下記物件に対する 損害補償については、

頭書の金額をも って和解する こ と を承諾し 、 頭書の金額を請求し ま す。

なお、 本件については、 貴社及び東京都に対し て、 今後、 一切異議を申し ま せん。

割印
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（ 補償３ 号の２ －１ 様式）

 No.  000000

補   償   金   領   収   書
（ 現金によ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

（ 物　 件　 内　 容）

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

　 下水道工事に伴う 損害補償金である
上記金額を領収し ま し た。

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

（必ず、保管しておいてください。）

金　 額

補 償 対 象 者 用 ・ １ 枚 目
受注者用 東京都下水道局提出用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 印鑑は「 和解承諾書及び補償金請求書」 に押印し たも ので

お願いし ます。

※ こ の補償金領収書は、 補償対象者用（ １ 枚目） 、 受注者用（ ２ 枚目） 、 東京都下水道局提出用

（ ３ 枚目） の３ 枚綴り の複写式になっています。

なお、 １ 枚目の補償対象者用は、 記入・ 押印後、 必ず取って保管し ておいてく ださ い。 ま た、

割印も必ず行ってく ださ い。 割印の無いも のは、 無効です。 ２ 枚目及び３ 枚目は、 受注者に

お渡し く ださ い。

割印 割印
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（ 補償３ 号の２ －２ 様式）

 No.  000000

補   償   金   領   収   書
（ 現金によ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

（ 物　 件　 内　 容）

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

　 下水道工事に伴う 損害補償金である
上記金額を領収し ま し た。

  　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

受 注 者 用 ・ ２ 枚 目

金　 額

補償対象者用

（ 注） １ ボールペンで強く 記入し 、 金額欄には￥を付けてく ださ い。

２ 金額欄の金額を必ず確認し てから 、 押印し てく ださ い。

３ 金額欄の訂正は、 無効です。

４ 印鑑は「 和解承諾書及び補償金請求書」 に押印し たも ので

お願いし ま す。

割印
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（ 補償３ 号の２ －３ 様式）

 No.  000000 

補   償   金   領   収   書
（ 現金によ る 支払用）

億 千 百 十 万 千 百 十 円

＊ 　 金額は必ず、 自筆で記入し てく ださ い。

（ 物　 件　 内　 容）

１ 　 工 事 件 名

２ 　 物件所在地

３ 　 物件の概要

。

　 　 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

住　 　 所

氏　 　 名  

（ ＊ 　 住所及び氏名は、 必ず自筆で記入し 、 ご自分で押印し てく ださ い。 ）

（ 受注者）

殿

償務担当者
確　 認　 印

東京都下水道局提出用・ ３ 枚目

金　 額

下 水 道 工 事 に 伴 う 損 害 補 償 金 で あ る
上記金額を領収し ま し た

補償対象者

（注） １ ボールペンで強く記入し、金額欄には￥を付けてください。

２ 金額欄の金額を必ず確認してから、押印してください。

３ 金額欄の訂正は、無効です。

４ 印鑑は「和解承諾書及び補償金請求書」に押印したもので

お願いします。

割印
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（補償５号様式） 

  請求書（局負担分） 
 

○年○月○日 
 

東京都公営企業管理者 
下水道局長 ○○○○ 殿 

 
東京都新宿区西新宿二丁目９番１号 
下水道建設株式会社     
代表取締役 下水道雄  
登録番号Ｔ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ 
債主登録番号◯◯―◯◯◯◯◯◯ 
                    

 
 損害補償に関する貴局との協議書に基づき、別添資料を添えて貴局負担分として下記の金

額を請求します。 
 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 
          

 
金 額 

 

 
 

 
￥ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

 
０ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥     . －、税率  ％） 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。 
〔本書類を発行することができる権限を有する者〕 
 役職：            氏名：          電話番号：        
〔事務担当者〕 
 所属：            役職：      氏名：       電話番号：       

（都職員使用欄） 押印省略時の 
本人確認日、確認方法及び確認者 

年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議 
(確認者氏名) 
 
 

 

（注）１ 下水道局長の氏名を記載する。  
２ 金額の頭に￥をつける。  
３ 金額欄を訂正した場合は、無効とする。  
４ 添付資料は、原本を添付する。（原本は確認後返却）  
５ 適格請求書発行事業者である場合は、登録番号を記載し、「国税庁適格請求書発行

事業者公表サイト」の画面印刷等を初回請求時に添付すること。 非課税取引又は

不課税取引のみを行った場合については、税率欄にその旨 記載すること。  
６ 下水道局で振込口座を登録している場合は、債主登録番号を記載する。  

（Ａ４タテ） 



税率： 10%

250,000 217,500

525 456

200,000 174,000

請求額総計 391,956

＜補償金額等　詳細内訳＞

補償限度額 （和解金額） 補償金額 振込手数料

円 円 円 円

1 〇〇　〇〇 250,000 (300,000) 250,000 525

合計 250,000 525

（Ａ４タテ）

（注）局負担額算出式　　 ①補償金額　合計　　　　　　　　　　　×　局負担割合
　　　　　　　　　　　　 ②補償金支払に要した振込手数料　合計　×　局負担割合
　　　　　　　　　　　 　③事後調査費用等　　　　　　　　　　　×　局負担割合
　　　　　　　　　　　　（①、②、③とも円未満切捨）

事後調査費用等

請　求　内　訳　書

項目

円

金額

円

局負担額
局負担割合（うち消費税）

限度額を超える分は受注者負担

家屋
番号

所有者名

87%

補償金額　合計
補償金額等

（下記詳細内訳より）

備考

(15,859)

(41)振込手数料　合計

(15,818)

－
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  和 解 折 衝 報 告 書 （ 第 ○ 回 ）  

 

○年○月○日 

東京都下水道局 

△△△事務所長 ○○○○ 殿 

下水道建設株式会社 

補償事務担当者 江戸一郎   

電話（ ○○○○） ○○○○ 

 

調査会社 （ 株） 下水設計 

 

工 事 番 号 ○○○○第○○○○号 

工 事 

件 名 
新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事 

着手 ○年○月○日 

完了 ○年○月○日 

 

協議書 

年月日 

 

○年○月○日付 （ 第１ 回）  

○年○月○日付 （ 第２ 回）  

○年○月○日付 （ 第３ 回）  

○年○月○日付 （ 第４ 回）  

 

          合計４ 件 

和 解 済 件 数 

４ 件 

未 和 解 件 数 

１ 件 

 

（ 注） １  こ の報告書は、 土木工事標準仕様書第５ 章 5. 1. 7 第 3 項に従い未和解案件があ

る と き は当局の求めに応じ て提出し なければなら ない。  

     ２  協議書取り 交わし 後６ ヶ 月を 過ぎてから 、 未和解案件については別紙「 未和解

物件一覧表」 を添付する 。  

 

 

 

（ Ａ ４ タ テ）  
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未 和 解 物 件 一 覧 

 

家屋

番号 
補償対象者 補償限度額（ 円）  

補償対象者の主張・ 要求 最終折衝 

年 月 日 
備考 

受 注 者 の 見 解 

３  
新宿 一郎 

新宿 二郎 
0,000,000 

修復工法の相違 

○．○．○○ 

 

事後調査後損害が進行し

た。  

    

 

  

 

 

    

 

  

 

 

    

 

  

 

 

    

 

  

 

 

    

 

  

 

 

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（ Ａ ４ タ テ）  
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○年○月○日 

 

（ 注） 契約書の発注者名を 記入する 。  

東京都公営企業管理者 

下水道局長 〇〇 〇〇 殿 
                 

（ 注） 契約書と 同一の住所等を記入する 。  

              東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

           下水道建設株式会社 

  代表取締役社長 下 水 道 雄 

 

事前調査資料のない物件の損害調査について  
 
 貴局発注の下記工事を当社において施行し たと こ ろ 、 下記物件所有者から 損害の賠償を 請

求さ れま し た。 損害の発生について確認し た結果、 下水道工事と 因果関係を有し ている も の

と 判断さ れる ので損害調査について協議し ま す。  

 

記 

 

工事年度 ○○○○ 
第○○○○号 

工事 
新宿区西新宿一、二丁目付近再構築工事 

工

期 

○年○月○日から  

○年○月○日ま で 工事番号 件名 

物件所在地 所有者住所氏名 構造 
所 在 地 状 況 補償対象者（ 所有者）

の主張 

（ 損害内容等）  
側線から の

距   離 
掘削深 地質 

沈下

最大 

        

因果関係等に対する  

受 注 者 の 見 解 

 

（ 注）・ 添付資料 ①損害箇所案内図 ②当該家屋等に関する 下水道工事の施行断面を  

添付する 。  

   ・ 上記の欄に記入し き れない場合は別紙を使用する 。  

 
 

○年○月○日 

所長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 
 

      

 
（ 当局事務所の見解）  

上記協議について、 次のと おり 決定する （ いずれかの番号に○をつける 。）。  

  １  工事に起因する 損害と 判断さ れる ので事後調査を行う こ と を認める 。  

  ２  認めない。  

〈 特記事項〉  

 
（ 注） １  当局が損害調査を認定後、 事後調査を行う 。  

   ２  事後調査に関する 損害調書を当局に提出する 際は、 本書（ 写） を添付する 。  

   ３  都と 受注者の代表者名義は起因と なった工事の契約書と 同一と する 。  

 

（ Ａ ４ タ テ）  
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○年○月○日 

東京都下水道局 

△△△事務所長 ○○○○ 殿                 

 

受注者（ 住 所）  東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

（ 会 社 名）  下水道建設株式会社 

（ 代表者名）  代表取締役社長 下水 道雄 

 

補償対象者 
氏 名 

変更届 
住 所 

 

   ○年○月○日付けで貴局と 取り 交わし た協議書に基づき 和解折衝し た結果 
 

下記のと おり 補償対象者の 
氏 名 

の変更があったのでお届けし ま す。  
住 所 

 

 

記 

 

 

１  変更事項（ 氏名・ 住所）  

家屋番号 変更後 変更前 

 

 
  

 

２  変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 注）  変更理由は具体的に記入する 。  

 

 

 

（ Ａ ４ タ テ）  
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第三者損害の現物補償に関する 協議書 
 

  東京都と 受注者 下水道建設株式会社と は、 受注者が施行し た 〇年度、 ○○○○

第○○○○号  新宿区西新宿一、二丁目付近再構築工事に起因し て発生し た第三者損

害のう ち、 ○○○○〇○○○○○○○の損害について、 損害認定の上、 下記によ り 現

物補償を実施し 、それぞれ負担する こ と を協議し 承諾し たので、協議書を取り 交わす。 

 

記 

１   協議事項           

  ( 1)   補償対象物件及び補償工事費限度額は、 別紙明細書のと おり と する 。  

    （ 消費税及び地方消費税相当分を 含む。）  

          合計  ○件（   ○名）   ￥○， ○○○， ○○○． － 

  ( 2)   事後調査費用は、 ￥○○○， ○○○． と する 。  

     （ 消費税及び地方消費税相当分を含む。）  

  ( 3)   補償工事の工期は、 施工承認に基づく 期間と する 。  

  ( 4)   補償工事費及び事後調査費用の負担割合は次のと おり と する 。  

         東京都  ○○  ％     受注者  ○○  ％     

( 5)   補償工事内容は、 別添設計図書のと おり と する 。  

２   その他確認事項 

  ( 1)   受注者は、 当該物件管理者の施工承認を 得て、 設計図書に従い施工する も のと

する 。  

  ( 2)   受注者は、 工事完了後直ちに補償工事完了届を 東京都に提出し 、 完了確認を受

ける も のと する 。  

  ( 3)   受注者は工事完了引渡し 後、補償工事費及び事後調査費用のう ち東京都負担分

を 請求する も のと する 。  

なお、 請求書には補修工事費の証拠書類を添付する も のと する 。  

  ( 4)   東京都は受注者から 請求があった日から 起算し て、３ ０ 日以内に東京都負担分 

を 支払わなければなら ない。  

  ( 5)   こ の協議につき 、 定めのない事項及び変更すべき 特段の事由のある と き は、 別

途協議する も のと する 。  

東京都と 受注者は、本書２ 通を 作成し 、それぞれ記名押印の上、各１ 通を 保有する 。  

          ○年○月○日 

               東京都新宿区西新宿二丁目８ 番１ 号                       

東京都公営企業管理者 

                                 下水道局長    ○○ ○○       ㊞ 
            

                     東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

下水道建設株式会社  

代表取締役社長      下水 道雄 ㊞ 
 

（ 注） 都と 受注者の代表者名義は起因と なっ た工事の契約書と 同一と する 。  

 

（ Ａ ４ タ テ）  
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（ 補償対象者）  

  〇〇区長 ○○ ○○ 殿 

 

 

             受注者（ 住 所） 東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号  

（ 会 社 名） 下水道建設株式会社  

（ 代表者名） 代表取締役社長 下水 道雄  

 

 

     施工承認について  

 

 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事に 起因し て 発生し た 貴所管の ○○小

学校の 損害に 関する 補償工事を 、 下記の と おり 施行し た い の で 、 ご 承認を お願

い し ま す。  

 

 

記  

 

１  補償対象物件  

所 在 地  ○○○○○○○○○○○○  

概   要  ○○小学校の 倉庫及び外構  

２  工 期    ○年○月○日～  ○年○月○日  

３  補償工事内容  別添図面の と おり  

 

 

 上記の と おり 承認する 。  

 

○年○月○日  

   

 

 

 

 

 

（ 注） 補償対象者指定の 書式が あ る 場合は、 そ れに よ る こ と が で き る 。  

 

 

 

（ Ａ ４ タ テ ）  
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○年○月○日 

   

東京都公営企業管理者 

  下水道局長 ○○ ○○ 殿 

 

受注者（ 住 所） 東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号  

（ 会 社 名） 下水道建設株式会社  

（ 代表者名） 代表取締役社長 下水 道雄  

 

               

 
 
 

補 償 工 事 完 了 届 
 

下記の と おり 完了し ま し た の で お届け し ま す。  

 

 

１  新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事の 施行に起因する 現物補償 

 

２  補 償 工 事 物 件  ○○小学校 倉庫及び外構 

 

３  協 議 年 月 日      ○年○月○日 

 

４  着 手 年 月 日      ○年○月○日 

 

５  完 了 年 月 日      ○年○月○日 

 

６  補償工事費限度額  ￥○， ○○○， ○○○． － 

             （ 消費税及び地方消費税相当額を 含む金額）  

 

７  補 償 工 事 費  ￥○， ○○○， ○○○． － 

 

 

 

 （ 注） １  都及び受注者の 代表者名義は起因と な っ た 工事の 契約書と 同一と する 。  

２  完了図を 添付する 。  

 

 

（ Ａ ４ タ テ ）  
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○ 下 ○ ○ 庶 第 ○ ○ 号 

    ○ 年 ○ 月 ○ 日 

 （ 補償対象者）  

  ○○区長 ○○ ○○  殿 

 

 

             東京都下水道局 

                     △△△事務所長 ○○○○  

 

 

補償工事の完了に伴う 引渡し について  

 

 

 新宿区西新宿一、二丁目付近再構築工事に 起因し て 発生し た 貴所管○○小学校の 損

害に 関する 補償工事が 下記の と おり 完了し た の で お引渡し し ま す。  

 な お、 本件に 関し て ご 異存が な け れば別紙受領書に 押印の 上、 ご 返送願い ま す。  

 

記 

 

 

１  補 償 対 象 物 件 

    所 在 地  ○○○○○○○○○○○○ 

    概 要  ○○小学校の 倉庫及び外構 

 

２  補償工事完了年月日 

               ○年○月○日 

 

３  補 償 工 事 内 容 

           別添図面の と おり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ Ａ ４ タ テ ）  
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○年○月○日 

東京都下水道局 

△△△事務所長 ○○○○ 殿 

  

    

 

                 （ 補償対象者）    

                       住 所 ○○○○○○○○○○ 

                       氏 名 ○○区長 ○○ ○○ 

 

 

                受 領 書 

 

 

 さ き に 、補償工事の完了に伴い 貴局か ら 引渡し の あ っ た 下記物件に つい て 、こ れを 受領

し ま す。  

 な お、 本件に つい て は、 貴局に 対し て 今後、 一切異議を 申し ま せん 。  

 

 

記 

 

 

１  補 償 対 象 物 件 

    所 在 地   ○○○○○○○○○○ 

    名 称   ○○区立○○小学校 

 

２  補 償 工 事 内 容 

    別添図面の と おり  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注） 補償対象者指定の 書式が あ る 場合は、 そ れに よ る こ と が で き る 。  

 

（ Ａ ４ タ テ ）  
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  ○年○月○日 

下水道建設株式会社 

 

 下水道工事のお知ら せ 

 

平素より 下水道事業にご理解と ご協力を賜り 、 誠にあり がと う ございます。  

さ て、 こ のたび東京都下水道局の発注による「 ○○区○○一丁目付近再構築工事」 が着

工のはこ びと なり 、 当社において施工するこ と になり ました。  

住民の皆さ まに損害が及ばないよう に最善の努力と 細心の注意を払いながら 工事を進

めて参り ますが、 工事に伴う 周辺家屋等への影響を適切に把握するため、 今後、 工事着手

前および工事完了後の家屋調査も 併せて実施さ せていただく 予定です。 なお、 日程等詳細

につきましては、 後日改めてご連絡さ せていただきます。 ご理解・ ご協力のほど、 よろし

く お願い申し上げます。  

 

記 

 

１  発注者及び施工者 

【 発注者】        東京都下水道局△△△事務所 

【 施工者（ 本チラシ発行者）】 下水道建設株式会社 

住所： 新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

 

２  お問合せ先 

（ 施工者） 下水道建設株式会社 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0 （ 担当者： ○○○○）  

＊家屋調査は株式会社下水設計（ 担当者： ○○○○） が対応いたします。  

＊地盤等の関係で万が一、 家屋等に損害が発生した場合は、 裏面「 家屋調査と 補償金お支払

までの流れ」 に従い、 誠意をも って対応させていただきます。  

 

３  本工事の確認窓口（ 本工事の所管事務所）  

  東京都下水道局△△△事務所○○課○○担当 

   電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

 

４  東京都公式情報 

 必要に応じて、 右記 QR コード より 東京都下水道局が 

施工する工事情報一覧が確認できます。                    

  （ https://www.gesui1.metro.tokyo.lg.jp/living/a5/current/ ）  

 

（ 注）・「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 [P111]を裏面（ 別紙） に印刷し、  

一緒に配布する。  

・ 区施工の場合は「 ４  東京都公式情報」 を削除して使用すること 。  

（ Ａ４ タテ）  

https://www.gesui1.metro.tokyo.lg.jp/living/a5/current/
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   ○年○月○日 

下水道建設株式会社 

 

下水道工事施行前の家屋調査のお知ら せ 

 

 平素より 下水道事業にご理解と ご協力を賜り 、 誠にあり がと う ございます。  

東京都下水道局が発注した「 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事」 の実施に伴い、

周辺家屋等への影響を適切に確認するため、 本工事施行前に家屋調査を行います。  

皆様にはご不便、 ご協力をお願いする場面も ございますが、 何卒ご理解賜り ますよう

お願い申し上げます。  

 

記 

 

１  家屋調査と は 

工事前後の周辺家屋等の状況を記録し、 工事による影響の有無を確認するために行

います。 万が一損害が発生した場合、 東京都が補償判断をします。  
＊ 裏面「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 も併せてご参照く ださ い。  

 

２  調査内容 

  ・ 家屋等の屋外及び屋内の状況確認（ 屋外のみ状況確認も 可）  

・ ひび割れの有無や傾き等の計測 

・ 記録のための写真撮影 等 
＊ 調査は無料です。 また、 建物を傷つけるよう な作業は一切ございません。  

＊ 調査により 取得した記録・ 情報につきましては、 適切な保護措置及び管理を徹底の上、

本調査目的以外には使用いたしません。  

 

３  調査期間 

  ○年○月中旬～  ○年○月中旬 
＊ 後日、 調査員がご都合を伺いに参り ます。 ご希望の日時をお伝えく ださ い。  

 

４  訪問する調査員について 

  下記家屋調査会社の調査員が調査に伺います。  

株式会社下水設計（ 担当者： ○○○○）  

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

    ＊ 訪問する調査員は、 東京都にて調査許可を受けており ます。  

       ご不安な場合は、 下記本工事の確認窓口にて照会可能です。  

 

【 発注者（ 工事の確認窓口）】  東京都下水道局△△△事務所○○課○○担当 

             電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

【 施工者（ 本チラシ発行者）】  下水道建設株式会社 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0 （ 担当者： ○○○○）  

（ 注）・「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 [P111]を裏面に印刷し、 配布する。  

（ Ａ４ タテ）  



- 111 - 
 

家屋調査 と  補償金お支払までの流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

工事施行前の家屋調査 

工 事 施 行 

工 事 完 了 

工事完了後の家屋調査 

補償金に関するご説明 

和解・ 必要書類のご提出 

補償金のお支払 

＊下水道工事の受注者及び調査会社の担当者より 、調査結
果や補償内容、補償金についてご説明をさせていただき
ます。  

＊補償金にご納得いただけましたら、和解と なり ます。補
償金のお支払のため、必要な書類にご記入いただき、受
注者へご提出をお願いします。  

＊工事施行前に家屋等の現状について把握さ せていただ
く ため、 工事施行前の家屋調査を実施します。  

＊工事完了後は現場作業所を撤去するため、 工事後の問合
せ先を記した「 工事後の連絡先のお知らせ」 をお配り
します。  

 

＊受注者より 、 銀行等の口座へ補償金をお振り 込みいた
します。  

地盤の安定待ち期間 

（ 約３ ～６ ヶ月）  

＊地盤の安定後、 工事完了後の家屋調査をご案内する「 下
水道工事完了に伴う 家屋調査について」 をお配り し
ます。  

 
＊工事完了後の家屋調査の希望の有無について、 上記案内

に同封される「 工事完了後の家屋調査意向確認書 兼 
補償請求書」に必要事項をご記入の上、ご提出く ださい。 

 
＊家屋調査を希望すると ご回答いただいた世帯から、 調査

を実施させていただきます。  

家屋調査結果のと り まと め、

補償金の算定、 精査・ 確認等

の事務作業期間 

＜調査した結果、 工事損害が発生していた場合＞ 
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                          ○年○月○日 

下水道建設株式会社 

下水道工事後の連絡先のお知ら せ 

 

こ のたびは、 東京都下水道局が発注した「 新宿区西新宿一、 二丁目付近再構築工事」 の

実施にあたり 、 ご理解と ご協力を賜り 、 誠にあり がと う ございまし た。 おかげさ まで、   

○年○月○日、 無事に工事が完了いたしましたので、 ご報告申し上げます。  

工事完了に伴い、   ○年○月○日をも って、 ○○区○○一丁目○番○号に所在してお

り ました現場作業所を撤去するこ と になり ました。今回の工事や家屋調査に関する問合せ

などの連絡は、今後、下記「 １  お問合せ先」 でお受けするこ と になり ますので、お知らせ

します。  

記 

 

１  お問合せ先 

（ 施工会社）   下水道建設株式会社 

   住所： 東京都新宿区西新宿二丁目９ 番１ 号 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  （ 担当者： ○○○○）  

 （ 家屋調査会社） 株式会社下水設計 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  （ 担当者： ○○○○）  

 

２  今後について 

本工事の影響範囲に位置する家屋等については、 今後、 地盤の安定待ち期間を経

て、 工事完了後の家屋調査を実施する予定です。  

家屋調査と は、 工事前後の周辺家屋等の状況を記録し、 工事による影響の有無を確

認するために行う も のです。 万が一損害が発生した場合、 東京都が補償判断をしま

す。 ご承知おきく ださ い。  

 

【 工事施行前の家屋調査】   〇年〇月〇日から  〇年〇月〇日（ 実施済）  

【 工事完了後の家屋調査】   ○年○月頃から 実施予定 

＊ 調査対象の家屋等の所有者様には、 後日改めて日程等詳細をご連絡させていただきます。  

＊ 裏面「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 も併せてご参照く ださ い。  

＊ 工事完了後の家屋調査前に、 所有さ れる家屋等に本工事が起因と 思われる損害が見つ

かった場合は、「 １  お問合せ先」 までご連絡く ださい。  

 

【 発注者（ 工事の確認窓口）】  東京都下水道局△△△事務所○○課○○担当 

             電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0  

【 施工者（ 本チラシ発行者）】  下水道建設株式会社 

電話： 0 0 －0 0 0 0 －0 0 0 0 （ 担当者： ○○○○）  

 

（ 注）  「 家屋調査と 補償金お支払までの流れ」 [ P111]を裏面に印刷し、 受注者が事前調査を

行った全世帯へ配布する。  

  （ Ａ４ タテ）  
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この手引は、 令和８ 年４ 月１ 日から施行する。 施行経過は次のと おり である。  

 

 

１  昭和５ ２ 年 ４ 月     作成 

２  昭和５ ５ 年 ４ 月     改正 

３  昭和６ ２ 年 ４ 月     全部改正 

４  昭和６ ３ 年 ４ 月１ ５ 日  一部改正 （ ６ ３ 下建管第３ ９ 号）  

５  平成 元年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ６ ３ 下建管第６ １ ２ 号）  

６  平成 ２ 年 ８ 年 １ 日  一部改正 （ ２ 下建管第２ ７ ０ 号）  

７  平成 ５ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ４ 下管建管第５ １ ０ 号）  

８  平成 ７ 年１ １ 月 １ 日  一部改正 （ ７ 下管建管第２ ６ ４ 号）  

９  平成 ８ 年 ４ 月 １ 日  全部改正 （ ７ 下管建管第５ ２ ０ 号）  

10 平成１ ２ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ １ １ 下建管第５ ６ ５ 号）  

11 平成１ ４ 年１ ２ 月 １ 日  一部改正 （ １ ４ 下建管第４ ５ ５ 号）  

12 平成１ ５ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ １ ５ 下建管第１ ２ ８ 号）  

13 平成１ ８ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ １ ７ 下建管第６ ０ ２ 号）  

14 平成２ ２ 年 ９ 月 １ 日  一部改正 （ ２ ２ 下建管第３ ０ ４ 号）  

15 平成２ ４ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ２ ３ 下建管第６ ４ １ 号）  

16 平成２ ９ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ２ ８ 下建管第３ ２ ０ 号）  

17 令和 ３ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ２ 下建管第６ １ ９ 号）  

18 令和 ４ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ３ 下建管第６ ２ ９ 号）  

19 令和 ５ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ４ 下建管第５ ３ ９ 号）  

20 令和 ５ 年１ ０ 月 １ 日  一部改正 （ ５ 下建管第３ ６ ６ 号）  

21 令和 ６ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ５ 下建管第６ ８ ５ 号）  

22 令和 ８ 年 ４ 月 １ 日  一部改正 （ ７ 下建管第６ ２ ０ 号）  

 


